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    ◎開議の宣告 

〇河井勝久委員長 皆さん、おはようございます。ただいま出席委員は 12



名であります。定足数に達しておりますので、予算特別委員会の会議を開

きます。 

                             （午前 ９時３０分） 

 

    ◎諸般の報告 

〇河井勝久委員長 ここで報告をいたします。 

  本日の委員会次第書は、お手元に配付しておきましたので、ご了承願い

ます。 

  それでは、直ちに本日の審査を始めます。 

 

    ◎議案第１３号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 13号議案 平成22年度嵐山町一般会計予算議定

についての件を議題といたします。 

  既に全各局に関する質疑が終了いたしております。本日は、歳入歳出を

含めて総括的な質疑をお受けいたします。 

  総括質疑者につきましては、前もって届け出をいただいておりますが、４

名であります。最初に、第 11番委員、渋谷登美子委員、第７番委員、川口

浩史委員、次に第８番委員、清水正之委員、最後に第３番委員、金丸友章

委員であります。 

  それでは、最初に第 11番委員、渋谷登美子委員。 



〇渋谷登美子委員 それでは、７点ほど質問させていただきます。 

  まず、最初なのですけれども、広域路線バスとデマンド交通の関係なの

ですが、質疑の中でもときがわ町の部分が負担金が少ないのではないかと

いうお話があったのですけれども、私はむしろこれはちょっと大変なことにな

っているなというふうに思っておりまして、嵐山町と一緒に広域路線バスの

運営を行っているときがわ町は、もともと移送サービスのＮＰＯ法人の方が

いらして、国の審議会にも入っているような方なので、デマンド交通をかなり

先進的な課題として行っているわけなのですけれども、伺っていますととき

がわ町のほうは非常にやっぱり不便が多いので、ミニバスを新たに開発し

て、イーグルバスと一緒に開発をしてミニバスで住民の路線もつくって、その

ほかにデマンド交通をつくっていくという話を聞いているのですね。 

  そうすると、ときがわ町の思っていらっしゃる、町民の思っていらっしゃる

路線バスと、嵐山町の必要とする路線バスの経路が異なってくるかなと思っ

ていまして、嵐山町にとっては広域路線バスの活用が難しくなることが予測

できるなと私は思っているのですけれども、デマンド交通のあり方と広域路

線バスのあり方を、同時にときがわ町の動きも進めながら進めていかないと

難しいのではないかなというふうに思います。 

  今、職員で検討してからというふうな話があったわけなのですけれども、

南部地区の場合はそこの部分がかなり苦しい状況になっていくかなと思う

のです。北部のほうは何とかなるのだと思うのですね。４路線のうち２路線



が北部のほうですから。南部のほうは１路線だけで、それが難しいなという

ふうに考えているのですけれども、そこの考え方を伺いたいと思います。こ

れが１点目です。 

  ２点目なのですけれども、今回の 22年度予算では、環境基本条例の制

定と第５次総合振興計画の策定という形で、これとても重要な課題になって

くると思うのですけれども、第５次総合振興計画は国の、私は地方分権と言

いたいのですけれども、地域主権という考え方にのっとってやっていくという

ことで、地域主権の考え方にのっとっていくというのは住民自治がまず第一

になってくるわけですが、私は以前、河井議員や川口議員も質問したと思う

のですけれども、嵐山町まちづくり条例をつくるべきではないかという、私も

やったことがあると思うのですけれども、町長に質問したときに町長の答え

が私は見事だったので覚えているのですけれども、私はここまで言えないな

と思ったのは、町民意識の醸成ができるまで町民のまちづくり基本条例とい

うものはつくらないという形で現在まで来ているのですね。 

  ここのところで、環境基本条例と第５次総合振興計画についての町民参

加のあり方というのはかなりはっきりしていかないといけないと思うのですが、

今の現状ですと環境基本計画は 20人ですか、そして、ごめんなさい、総合

振興計画は 20人だったのかな、そして環境基本計画が５人、ちょっと人数

的なのをチェックしていないのですけれども、パブリックコメントだけでそれで

住民参加の形が進むという形になってくると思うのですけれども、それはち



ょっとまずい、貧しいかなと思っていまして、ひとつまちづくり基本条例がな

い中でこの少子高齢化社会を乗り切っていかなくてはいけないわけですよ

ね。それをどのようにして町民に参加を求めていくのかということを１点。 

  私は、町民のパブリック意識の醸成、公共意識の醸成というのを町長の

考え方を伺いたいと思うのですね。ここの中において、環境基本条例と第５

次総合振興計画というとても重要な形になってきています。そこの部分で特

に言いますと、私は前回小川地区衛生組合に生ごみの請願をしたのですけ

れども、そのとき言われたことが、直接ではないのですけれども、言われた

ことがあって、小川町では環境基本計画をつくるときに 100人の住民が加

わって環境基本計画をつくっていて、嵐山町は何もしていないのにそういう

ふうなところに持ってくること自体が問題だというふうに言われた覚えがある

のですね。これは厳しいなと思ったのですけれども、そういった町民をどのよ

うにしてこの環境、すみません、環境基本条例をつくると当然環境基本計画

と、それから年次報告というのはセットになって出てくるものですから、そうい

ったことの考え方も伺いたいと思いますけれども、第５次総合振興計画は

23年度で、そして環境基本計画は環境基本条例と同時に行っていくのであ

れば、やはり同じような形でつくっていかなくてはいけないと思うのですが、

その点について伺いたいと思います。 

  特に財政分析が必要なのですよね、第５次総合振興計画をやっていく上

では。今は、施策評価は出ているのですけれども、財政分析までは出てい



ないですよ、今の状況で。その中で第５次総合振興計画をつくっていかなく

てはいけないので、その点についての考え方を伺いたいと思います。 

  それから、３点目なのですけれども、各種審議会や私的諮問機関の会議

録のあり方なのですが、第５次総合振興計画をつくるときにはどういうふうな

形でやっていくのかなと思っているのですけれども、第４次総合振興計画を

つくるとき私はほとんど傍聴していたのですけれども、そしてその傍聴の部

分というのは必ず全部会議録が起こされていたのです。 

  今の状況の中で、それは職員が会議録を起こしていたのですけれども、

職員が会議録を起こしていくというのは非常に厳しい状況にあるなと思って

いまして、双方の考え方を持っていて新たな形、いわゆるＩＴでどなたかを嵐

山町が直接雇用する形にしてその方にお願いしていくというふうな方法がい

いのかなと思っています。会議録センターに頼むと１カ月、２カ月かかってし

まうのですけれども、きっと会議録センターもどこかに内職のような形でおろ

していくのだろうなというふうに推測できます。それについての考え方伺いま

す。 

  それと、その他のものについては要点筆記、嵐山町の場合は状況が厳

しいので、職員状況も厳しいので要点筆記でも構わないと思うのですけれど

も、少なくとも発言者と発言内容がわかるものに要点筆記のものでも変えて

いかなくてはいけないと思うのですが、それが住民の情報公開とか住民参

加の第一歩になると思うのですが、その点についてどのような考え方を持っ



ているか伺いたいと思います。 

  次に、第４点なのですけれども、まちづくり交付金事業も最終段階になっ

てきているのですけれども、特に中央区まちづくり交付金事業なのですが、

22年度、23年度で実施、最終のところまでいけるのかなというものがある

のですね。というのは、菅谷２の 21号線の場合はＡ工区になるのですか、

あそこのところは旧の 254国道の手前のほうは左側の、こちらから行くと左

側の畑側を歩道にしていくのかなと思うのです。旧の 254を渡ったほうは、

今度なごみ側の歩道を拡幅していくという形で、道路の中央の位置が変わ

ってくるかなというふうにも考えています。 

  その場合どうしていくのかなというのと、それともう一つ、あそこにも消防

車庫があって、その消防車庫をまたどこかに移さないと歩道が拡幅できない

のかしらというふうな感じで見ているのですけれども、いろいろ難しい部分が

あって一遍に、順番よくやっていけば動かしてまたそっちを戻していくという

形もできるかなと思ったりするのですけれども、その点を伺いたいと思いま

す。 

  菅谷―東西線については、公共の物件がなくて民間の物件だけなのだろ

うなと思うのですけれども、菅谷３号線については、今シルバー人材センタ

ーのあるところに商工会が入っていくとなると、その菅谷３号線と前の道路

の歩道の部分を多分入れかえるのだなというふうに考えていましたので、そ

この部分とかの手順というのが 23年度で終わるのかどうかということが気



になっていまして、スケジュール的なものもあわせて伺いたいと思います。 

  次に、５番目なのですけれども、企業支援課と産業振興課に分けられて、

私は産業振興課が農林水産中心になることで耕作放棄地とか、それから荒

れた山林についての対策が進むというふうに期待しているのですけれども、

今の当初予算ではそこの内容自体の充実がわからないのですけれども、そ

の点について 22年度ではどのような形で進まれていくのか伺いたいと思い

ます。 

  次に、６番目にいきたいと思うのですけれども、補助金のあり方なのです

けれども、各種団体補助のあり方というのは何度も質問をして、その都度見

直しをしていくというふうに言われているのですけれども、嵐山町の場合、監

査でも団体補助については、主任監査委員のお話ですと、主任監査委員は

嵐山町が適正に補助金を出しているかどうかというところまでは監査できる

のですけれども、団体補助の内容についてまでは監査できない状況になっ

ているというお話でした。 

  私は、いろいろの団体の収入と支出というもの全部を見ていないのです

けれども、今の国の事業仕分けでは、第２次事業仕分けの中では、交付金

が 50％以上入っているものに関しては、地方や国の交付金が 50％以上入

っているものに関しては事業仕分けの対象としていくという感じになっている

のですけれども、私は補助金団体に関しては補助金団体の監査をそのまま

信用するというか、運用するのではなくて、少なくとも団体収入のうち補助金



額が 50％以上超えるものについては、領収書の添付やそれで事業実績が

わかるものの添付、そして嵐山町の監査自体が入っていけるような状況に

変えていかなくてはいけないと思っているのですけれども、その点について

伺いたいと思います。 

  次に、７番目なのですけれども、町の人権教育のあり方なのです。町の

人権教育の拠点として、吉田集会所が位置づけてあるのですけれども、私

もちょっと見たのですけれども、吉田集会所に関しては文教厚生委員会でも

資料として生涯学習課から資料いただいたのですけれども、20年度と 21

年度についてはふれあい講座とふれあい塾以外は使用された記録がない

というふうになっているのですね。 

  ところが、部落解放同盟嵐山支部の監査記録を見ていますと、そこで監

査を実施したとか書いてあって、多分そこで、自宅とかほかの場所で総会を

しているというふうには考えられないので、そこでもうそういった形での使用

があると思うのですけれども、無料であるために、そしてなおかつ管理人自

体が 12年の８月から 20年の１月までは、そこの団体の議員がやっていた

わけですよね。それが違法だったということがわかったわけですよね。その

後、１月と２月の部分については住民の方にお願いしているわけなのです

けれども、それの記録もなくてはいけなかったはずなのですけれども、それ

がなくて、21年度についても使用記録がふれあい塾とふれあい講座以外は

ないという形になってくるのですね。 



  そうすると、管理費自体を払っていることが公共施設としてはあり得ない

形になってくるのですけれども、これは吉田集会所は一応公の施設なので、

管理費を払っている以上管理責任というのはそこに出てくるわけなので、も

しこれが公の施設であるという形でやるのならばそれははっきりとさせていく

必要がありますし、公の施設ではなくて民間の私的団体に利用が、使って

いる施設であるのならば、その私的団体に管理を移譲するという形にしてい

かないといけないと思うのですね。そこには、公の施設と市の施設としての

利用の混同があると思うのですね。そして、ふれあい塾とふれあい講座は

嵐山町のほかの施設でも行うことができますので、その点についての考え

方を伺いたいと思うのです。 

  次に、補助金団体と町との関係なのですけれども、町は経済的に補助金

のあり方として、ごめんなさいね、重なっていると思うのですけれども、町民

にできない部分を町の経費で補うという考え方が補助金の一つのあり方と

あると思うのですね。そして、もう一つのやり方として、今育っていない公の

意識をつくるために団体を育成するという考え方で、町が補助金を住民団

体に出していくという考え方とあると思うのです。部落解放同盟嵐山支部と

嵐山町との関係では、町はどのような立場に立って補助金をそこに出してい

るのか伺いたいと思うのです。 

  次に、３番目なのですけれども、この町の人権教育のあり方の３番目な

のですけれども、ずっと 122条報告を私が持っている範囲のをすべて調べ



てきたのですけれども、嵐山町の人権教育はほとんどすべて同和教育にな

っています。人権推進教育会議の会議録も見ていましても、人権と書いてい

ながら括弧して同和というふうな形になっています。学校教育に関しても、そ

れぞれの人権教育の推進協議会の会議録を見ていますと、それぞれ学校

の人権（同和）教育という形になっていまして、同和教育の中にすべてが含

まれている形で人権教育が進んでいるのですね。 

  私は、水平社運動があったのが1929年ですか、大正11年だったと思う

のですけれども、水平社運動が起きてからそれなりの動きがあって、被差別

部落への差別というのは人権侵害というのは確かにあったと思うのですね。 

          〔何事か言う人あり〕 

〇渋谷登美子委員 ですけれども、ドメスティック・バイオレンスや児童虐待

や外国人差別や、そして新しい課題ではＩＴによる子供へのいじめとかそうい

ったもので、韓国の方が自殺したりとかそういった形になっていて、日本でも

かなり大きな問題になっているのですけれども、今の嵐山町の人権教育は

同和教育として行われ、人権問題が同和問題として進んでいるのですけれ

ども、この問題は人権の考え方と人権教育の考え方を組みかえていく必要

があると思うのですけれども、被差別部落の問題もほかの問題と一緒のも

のとして統合して同和教育として考えるのではなく、人権問題の一つとして

考える方向に動くべきだと思っているのですが、その点についての考え方を

伺います。 



  以上です。 

          〔何事か言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 それでは、広域路線バス、デマンド交通についてまず答え

させていただきます。 

  委員さんのお話ですと、ときがわ町でデマンド交通の考え方が大分進ん

できているのではないかと。それで、それによってはときがわ町のそのバス

システムが変更になって、それで路線バス、今嵐山駅につながっている路

線バスが今と違った状況になりはしないか。そういうふうになったときに嵐山

町では困る。ですから、早く対応をとったらどうかというご意見、よろしいです

ね。 

〇渋谷登美子委員 はい。 

〇岩澤 勝町長 はい。その件でございますけれども、担当のほうでも情報

をとっているわけですけれども、ときがわ町のほうからは、これから町でも考

えていく、考え方が決まり次第また相談をかけるかもしれないというような話

は来ておりますけれども、それ以上の話は来ていないということなのですね。 

  それで、嵐山町でもそのデマンド交通、前から言っていますけれども、き

ょうからもう始めたいわけですよ。しかし、一番の問題というのは経費、これ

がどこまでかけられるかにかかっているのですね。幾らでもかけていいよと

いうことであれば、あしたからでもできるわけですよ。だけれども、嵐山町に



合った中で、しかも経費で安く効率的な形で、それで町民も満足できるよう

なものというのはどうしたらいいのだろう。それであるので苦労しているわけ

で、近隣を、あるいは全国の成功例みたいなもの、そしてまた失敗例という

ようなものも検討していこうと。そして、嵐山町に合った、嵐山町の財政状況

の中にあって、取り組めるその範囲がどの辺かということも踏まえて嵐山方

式をつくっていきたいというふうに思っています。 

  ときがわ町については、話がそういう状況でまだ詳しい話来ておりません

ので対応の仕方がない、今の状況で考えているということでございます。 

  次のあれが環境基本条例、そして総振が新しくなるということで、その考

え方ですよね。その総合振興計画の中にしっかり環境基本条例を組み入れ

ていきなさいよ。それには、近隣の例もお話しされましたけれども、住民の

話をよく聞いて取り組んでいく必要があるということでよろしいですか。 

  それで、それについては、きのうもその環境基本条例の議論の中で、町

民からのそうやって手を挙げてやってくださる人、何ていったっけ。 

          〔「公募ですか」と言う人あり〕 

〇岩澤 勝町長 公募、公募委員さんも含めて環境条例をつくっていきたい

という話で、会議を何回ぐらいとかというような、規模はどれぐらいというよう

なこともこれから検討していくということでございます。 

  それとあわせて、当然総振ですので、前回つくったときには大規模なこと

であったり、またをそれを見直しとする今の段階であったりということで、見



直しを途中でやるときにはどうしたとかという例もありますので、そういうもの

をとっていきたい。 

  それから、今のＩＴ、ホームページなんかも大分充実をしてきておりますし、

住民の皆さんの利用頻度というものも上がってきておりますので、そういうよ

うなものも発信をしながら、やりとりをしながら今に合った形のものをとって

いく。それには、一番の問題というのは、今公共意識の醸成ということもお

話しになりましたけれども、嵐山町では前回の総振でも基本的な考え方とい

うのは地域経営ということでやっているということなのですね。 

  ですので、今までのように行政がサービスを住民にお届けをする、そうい

う一方通行の関係ではなくて、町内の住民をはじめとする企業、各種団体、

ＮＰＯでございますとかいろんな人たちのそれぞれが主体となって、そしてそ

れぞれが必要とするサービスを受けたりやったりやりとりをしながら、それぞ

れの主体がやりとりをしながらやっていくというこの地域経営というやり方を

基本として進めていくということでございますので、今度においても当然です

けれども、そういう形を以前より強く出していく必要があるのだなというふう

に思っています。 

  それには、おっしゃるようにそういうその主体になる、それぞれのところの

ご意見を当然聞かなければいけないわけですから、それなりのやり方、どう

したらいいのかという考え方も取り入れていく必要があるというふうに思って

います。 



  それと、第５次振興計画のその基本といいますか、もとというような地域

主権というのではなくて。 

          〔「住民自治、住民自治、地方分権」と言う人 

            あり〕 

〇岩澤 勝町長 それから何だっけ。 

          〔「財政分権」と言う人あり〕 

          〔何事か言う人あり〕 

〇岩澤 勝町長 呼び方、同じような部分ですけれども、呼び方が今度の新

政権違うわけですけれども、新政権の進め方。 

          〔「地域主権、地方分権、地域主権」と言う人 

            あり〕 

〇岩澤 勝町長 地域主権、その考え方ですね、それを新しい政権の進め

方というものをしっかり方向を見定めてやっていかなければいけないわけで

すけれども、いずれにしても今度の予算審議の中でも出てきておりますけれ

ども、少子化、高齢化、それで人口減少というのが嵐山町でもすごい勢いで

進んでいるわけですよ。そういうものに頭を早く切りかえてついていけるかと

いうのが、これが一番の問題だと思うのですね、この総振をつくるに当たっ

て。 

  そこのところが、やっぱりなかなか今のものはもうちょっとサイズを大きく

して、それでグレードを上げて使いやすさ、一つ一つそんなことやっていたら、



とてもではないけれども、すぐパンクしてしまっているわけですよ。 

  ですから、２つあるものをどうやって１つにするか、３つあるものをどうや

って１つにできるかというような極端な例も考えてこれからいかないと、総合

振興計画でこれから長期、10年見据えてつくっていくことというのはできな

いというふうに思っていますので、少子化、高齢化、人口減少、それから社

会のこれだけの広がりといいますか、グローバル化というようなもの、それ

からＩＴをはじめとする情報の速さというようなものをしっかり見据えて総振を

つくるための基本的な考え方としていかなければいけないなと考えています。

それが総振ですね。 

  それから、総振をやるについて会議録をつくるのが大変な労力になって

しまうのではないか。それで、ＳＯＨＯというお話がありました。このＳＯＨＯと

いうのも、もう以前から商工会関係、あるいは企業等ではどうやってその、

従業員を雇うかわりにおっしゃるように雇わない、雇うのですけれども、会社

のほうに来ないでそれで仕事ができないだろうか、ＳＯＨＯという、スモール

オフィス、ホームオフィスというのだそうですけれども、ＳＯＨＯ、その考え方

というのはこれから当然とっていかなければいけないと思うのですね。 

  会社に行くのも、何ていいましたっけ、自由に何時でも行ってやったりと

かなんとかという考え方、そういうシステムを取り入れている会社もあるわけ

ですし、そういうこと。そうすると、また会社に行かないでＳＯＨＯ、スモール

オフィス、ホームオフィスでできるような仕事というものがあれば、そういうこ



とを取り入れていかなければいけない。 

  ただ、なかなか今まで行政とそういうものというのがなじみがないわけで

すので、どこまでそういうものが取り入れていけるかというようなことですけ

れども、一番何といっても省力化、そうすると人件費の削減がどういうことで

そういうふうにやったらできるか、そこのところにかかっているので、そういう

ものを見据えながらできることであればそういう方式もとってやるのはいい

でしょうし、またほかのやり方があればいいでしょう。 

  それから、全部あれしなくても予定でいいのではないかということであれ

ば、そういうようなやり方が、どういうふうにやって省力化が図れて人件費が

削減ができるかということも考えた上で総振の作成を考えていく必要がある

というふうに思っています。 

  それから、私のほうから企業支援課、産振の関係をお話しさせていただ

きます。今度そういうことになるので、その事業がどう変わるかということで

すけれども、極端には予算を見てという話がありましたけれども、極端に変

わるということではなく、今の人員体制の中でより効率的にやるにはどうした

らいいかということで考えておりまして、それには説明をさせていただいたよ

うな状況によって取り組んだほうがよりできやすいのではないかということで

考えておりまして、これをするからこの事業をどうするということではありま

せん、特別。 

  そして、実は 22年２月１日、農業委員会のほうから建議書をいただいて



いるのです。それで、その中で農業委員会の事務局体制ということについて、

農地法あるいは農業経営基盤促進法等の改正あるいは耕作放棄地対策

等で、町農業委員会が取り組む業務事務量というのはかつてなく増大する

のが明らかであります。それらに対応できるような事務局体制をつくってくだ

さいというような話も来ております。そういうものを踏まえて、農業関係では

そうしたほうがいいのではないかと。 

  それと、もう一つ、今商・工・観光、工はあれですけれども、そこのところ

に職員が１名で中心的に動いているわけでして、なかなか観光協会のほう

に、河原のほうに行きますよというとこっちは留守になってしまうわけですし、

そういうようなこともありますので、企業支援のほうと一体となって取り組ん

でやったほうがより効果的な課の運営にいくのではないか、それと仕事も効

率的になるのではないかということも考えておりまして、そういうものを踏ま

えた上で今度のこの課の再編をお願いをしたというような状況でございます。 

  あとのことについては、それぞれのところからお答えします。 

〇河井勝久委員長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 それでは、私のほうから、まずまちづくり交付金の関係

についてお話をさせていただきたいと思います。 

  21年度までのこれは金額的のベースの進捗率ですけれども、約半分で

す。したがって、今何路線か具体的なお話がございました。22、23年度で

決まりがつくのかというふうなことでございます。基本的には決まりをつけよ



うというふうに考えております。 

  ただ、制度的には最終年度で決まりがつかなければその予算で繰り越し

ができるというふうな制度になっております。したがって、場合によったら 24

年度まで、予算的には 23年度の繰り越しになるかと思いますけれども、24

年度までに全体的に決まりをつけていきたいと思っています。 

  具体的な路線の話ができました、させていただきましたので、まず２の

21号線、これは先ほどお話がありました交差点の、小学校のほうから向か

って右側、いわゆる畑側ではなくて民地側、そしてなごみ側に歩道ができる

ということでございまして、既に路線の協議が終わっています。 

          〔「民地側に歩道ができるんだ」と言う人あり〕 

〇高橋兼次副町長 まだ全体の地権者が決まりがついているわけではござ

いませんけれども、22年度で買収をしているというふうなことでございます。 

  特に消防車庫の話がございました。なごみ側に歩道ができるということで、

消防車庫の移転が予定されたわけです。今のそれの積算をしておるのです

けれども、一たんどこかに移転をしてまた戻すというのだとかなりお金がか

かるということなのです。どこかに仮につくって、そして今のものを壊して、道

ができ上がったらそこにまたつくるというとかなりお金がかかるということな

ので、場合によったら適当な場所があれば、そちらに新たにつくったほうが

かなり安いというふうなことも今考えております。 

  したがって、適当な場所があるかというのは、それなりに想定するところ



もあるのですけれども、もうちょっとこう突き詰めていって、今のところに戻す

というのは金もかかるし、あそこの場所を考えたときに別のところへ新たに

できれば、それはそれなりのことも意義があるのかなと思っておりまして、そ

の辺今ちょっと研究しているところです。 

  それと、東西線ですけれども、ＪＡさんのあたりは大体決まりがつくのか

なと思っているのですけれども、それから変電所の通りから踏切の通りまで

というのは、これなかなか難しい問題ございます。建物の移転等もございま

して、まだルートというものがはっきりしてございません。中には、反対です

という人も現実的におります。したがって、ここをどうしていったらいいかとい

うのは一つの課題かなというふうに今なっています。 

  菅谷３号線については、今土地の交換のお話もありましたけれども、こ

れ路線が既に決まりまして、あとは個人的に土地の買収、土地の交換をど

うしていったらいいかというものを詰めていけば一定の方向が出るのかなと

いうふうに思っています。したがって、全体的には 22年、最終年度が 23年

度ですけれども、場合によったら繰り越しによって全体的に決まりをつけて

いきたいなというふうに考えています。 

  続いて、補助金の関係でございますけれども、これにつきましては基本

的には嵐山町の補助金等の交付手続に関する規則と、それと団体に対す

る補助金等の交付要綱に基づいて補助金が交付される、そして執行されて

いるというふうなことでございます。毎年、実績が終わりますと 60日以内に



その実績の報告書提出をしていただいております。そして、翌年度の予算

編成をするときには補助金適正化委員会を開いて、補助金の額を決めてい

るというのが現実的なこの流れになってございます。 

  今お話しのように、全体事業の中で町の補助金が２分の１云々という、そ

ういう団体も実際にございます。したがって、これについては先ほど議員さ

んお話しのように、代表監査委員のお話もございました。そして、町のほう、

団体の補助をどうしていったらいいかというのは、ここ数年と申しますか、一

つの課題になっておりまして、町民を含めた検討委員会を開催をさせていた

だいて一定の方向も出させていただいております。 

  ただ、それをすぐ現実的にするというのはなかなか難しいというのがござ

います。ただ、これについてはやっぱり一定の方向をどこかで出さざるを得

ないのではないかと。いわゆるゼロベースに立ってもう一度見直しをすると

いうことが一つと、それと団体の中にはいわゆるいろんな団体があって、町

の政策的なものに基づいている団体だとか、そのほかの文化団体だとか、

いろんな性質があるわけでして、それらをどう整理していったらいいかと。 

  一番は、やっぱりお金の使途、これが適正に使われているかというような

こともございます。特に最近こういうご時世でございますので、飲食云々とい

うのがございます。ただ、団体によってはなかなかそこまで踏み込んで結論

を出すというのが難しい団体もあるわけでございまして、それらについては

やはり柔軟に対応していかざるを得ないのかなと基本的には考えておりま



す。 

  したがって、それぞれの団体がきちっとした決算をして、それで実績報告

を出してきているということですから、それらを適正化委員会、あるいは担当

課がよくその内容を含めて、いろいろな問題があるとすればそれはそれなり

の指導というのも当然やっていかざるを得ないのかなというふうに思ってい

ますけれども、一概に領収書云々だというのをすぐするというのはなかなか

難しいのかなというふうに思っています。 

  いずれにしても、全体的には町の各種補助団体を今後どうしていったら

いいかというのを一定のテーブルの上に乗っけて、やっぱりこう町民のいろ

んな意見を聞きながら一つの方向を出していかざるを得ないのかなというふ

うに基本的には考えています。 

  それと、部落解放同盟の町はどのような立場に立っているかというふう

なことでございます。これは皆さんご案内のように、同和問題というのは人

類普遍の問題であって国民的課題であるということで、特別対策というのが

ずっとこう執行されてきたわけです。それが、幾年か前に法が切れるという

こともございまして、町とすれば法が切れた後の同和対策事業どうしていっ

たらいいかということで、今後の同和対策の基本方針というのを定めさせて

いただいて、そしてまた３年ごとの実施計画というものを立ててございます。 

  したがって、その中でもございますけれども、町とすれば差別がある限り

法の有無にかかわらず町の重要な課題として取り組んでいるのだというふ



うなものが基本的なことでございます。したがって、部落解放同盟の嵐山支

部というのもそういう方向に立っていろいろ活動している団体でございまして、

先ほどの補助金の団体の一つの要件に該当しているということで、補助金

を出して進めているということでございます。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 私のほうから２点お答えを申し上げます。まず、吉田集

会所のかぎの管理ですが、集会所につきまして町長のほうから今後の同和

対策の基本方針というお話がありましたけれども、その中で吉田集会所の

運営について大きく２点のことが述べられております。 

  集会所の運営について、１点目は、同和問題の速やかな解決に資する

ことを目的として建設された吉田集会所は、地区住民の教育文化活動、人

権啓発事業、周辺地域住民との交流事業などを幅広く展開する。２点目は、

人権のまちづくりの拠点として、より地域住民に開かれた施設として活用す

る。大きくこの２点が述べられています。 

  こういう目的と趣旨に沿って、これまでかぎの管理については町のほう

が主催する集会所の学習講座とか子供たちの学習講座、それから人権教

育推進会議であるとか吉田集会所運営会議であるとか研修会等のかぎの

管理については当然町が行っています。 

  地元の方にお願いするという件につきましては、こういう町が主催する集



会所の学習講座以外に自主的に活動されている回数かなりございます。そ

うした活動を、より開かれたという観念で、自主的に活動するという意味で

地元の方にお願いして、弾力的にご活用いただければという観点でこれま

で地元の方にお願いしてきました。 

  ご指摘を賜りました 21年２月から、月 2,000円で地元の方に管理委託

ということに改めさせていただきました。町が管理する部分と、地元の方が

管理する部分についての連絡体制とか管理体制というのは今後さらに密に

しながら、議員さんおっしゃる公の施設の管理と私的部分のものをしっかり

固めながら責任を果たしていきたいと。要は、地域の方が使いやすいように

どういう体制をより実施していくかということになろうかと思います。 

  ２点目の人権教育、町の人権教育についてでありますが、先ほど町長か

ら話があった特別対策終了してから、県全体として人権施策の方針が立て

られて、では教育はどうするのだということを埼玉県人権教育推進プランと

いうのがありまして、それをもとにして今人権教育、学校教育、社会教育で

やっているわけであります。 

  平成 12年に人権教育啓発の推進に関する法律という、そもそもそれが

定められて、それを受けて県が人権の施策推進指針というのを掲げたと。

その中で大きく２点、今後埼玉県の人権教育等、あるいは人権課題等どう

するのだというのは２点あります。１つは、心理的差別の解消に向けた啓発

活動をやるのだよと。２点目は、同和教育の推進するのだよと。 



  その際、今後は同和教育は人権教育の中に位置づけるのですよ。そし

て、同和問題の課題である部落差別の解消に向けてより視点を当てた内容

にする、これは県全体のものです。では、教育ではどうするのだというのが、

具体的には平成 15年に埼玉県人権教育推進プランというのが、こういうも

の、これに沿ってやっているわけです。このときも、きちんと同和教育につい

てはこれまでの実践の上に、人権教育の中に位置づけて推進しますと明示

されて今やっているところなのです。 

  ここでしっかりと、では今の人権課題とは何ぞやということを具体的に示

しております。それは、同和問題ももちろんあります。今、渋谷さんがおっし

ゃった女性の問題とか子供の問題とか虐待、高齢者の問題、それから障害

者の問題とか外国人、ＨＩＶの感染者だとか犯罪等の被害者の家族等の問

題とかさまざまなものがあります。 

  学校教育については、学習指導に沿ってそれぞれ教科書に準じながら

やっているのですけれども、町民という町全体で考える場合については、研

修の見直しをしていく必要があるのかなと。 

  議員さんおっしゃった、その同和問題に偏り過ぎているのではないのとい

うようなご指摘がありました。平成、教育長になってすぐの年でしたか、２点

目でしたけれども、いろいろアイデアいただいて、夜町民ホールでＩＴによる

ブログのことについてやりましたですね。そういうこと。それから、今身近な

問題について、児童幼児虐待ですね。それから高齢化社会に向ける高齢者



への人権課題とか障害者の課題とか、身近な人権課題がたくさんございま

す。これについては、いつ町の中で起こるかわからない状況でもあるし、こう

した問題の認識を深めたり予防という意味でも、こうした人権課題の町民対

象の研修に加えていく必要があるのだろうと。その際の指導者であるとか、

どういう研修の内容がいいのだろうとか、それからどういう研修の方法がい

いのだろうかと。できれば参加型の研修会にできないだろうかとか、こういう

ことについて少し研究検討させていただきたいと思います。もちろんこれま

での同和問題に関する研修会を大切にしながら、人権教育推進プランに沿

った研修の工夫をしていきたいと考えております。 

〇河井勝久委員長 渋谷委員。 

〇渋谷登美子委員 まず、広域路線バスとデマンド交通の関係なのですけ

れども、ときがわ町から決定される前に嵐山町のほうから、ときがわ町の動

きを知っておかないと、南部地区に、今の場合はいいと、北部のほうはそれ

ほど影響ないと思うのですけれども、南部側は、鎌形、大蔵の場合は使って

いらっしゃる方がどの程度いらっしゃるか、結構いらっしゃるみたいなのです

けれども、利用者というのは多いように感じるのですけれども、市街線という

のですか、それ以上にそちらのほうも結構あるなと思って見ているのですね。 

  その場合、やっぱりこれはときがわ町からが決定してからだと、嵐山町

はそれなりに困ってしまう状況になるかなと思うのですけれども、ときがわ町

と連絡体制をとっていくという方向はあってもいいかなと思うのですね、南部



地区に関しては。 

  これは路線バスの問題ですので、あちら方、ときがわ町は本当に奥が大

変なのでかなり真剣になってやっていらっしゃいますよね。嵐山の場合は、

どちらかというと入っていく、市街地の中に入ってきて、あと駅に行くまでの

間の部分というのが大きいのかなと。市街地、南部地域の方が中央市街地

に入ってくるまでのことが問題になってくるのかと思っているのですけれども、

これときがわ町が明覚の駅からとか小川町のほうに行ったほうが便利だよ

というふうな形になって、デマンドとかミニバスが走るようになると、それが決

定してからだと嵐山町はとても困った状況になるかなと思うのですね。そこ

の部分で、連絡をとっていくという方向が必要かなと思うのですけれども、そ

の点についての考え方を伺いたいと思います。 

  次に、環境基本条例の制定と第５次総合振興計画のあり方なのですけ

れども、公募の方を出していくという形なのですけれども、地域主権という形

ですが、私が一番気になっている、危惧しているのは、地域主権の中でも地

区の方中心になっていきますと、団塊の世代の男性がきっとたくさん出てい

らっしゃると思うのですね。若い方、若い人の意見と女性の人の意見がとて

も弱くなってくるというのが考えられるのですけれども、別に団塊の世代の

方を、男性を否定するというわけではないのですけれども、若い方の意見が、

これから特に財政の問題将来抱えていらっしゃる方の考え方というのと、そ

れとそれを町民として、これ町長のおっしゃる町民としての公共意識の醸成



を図っていくというふうな意味では、若い方をどのようにしてこの中に入って

いくかということの、入れていくかという考え方を伺いたいと思います。 

  それと、各種審議会と私的諮問機関の会議録のあり方なのですけれど

も、これは、ごめんなさい、２種類ありまして、質問自体が２つあったのです

ね。第５次総振とか大きな問題に関して、会議録を絶対にとらなくてはいけ

ないものに関してはＳＯＨＯのような形でやっていかないと職員の体制が難

しいのではないかなということと、あとほかの会議録を見まして、会議録の

中でも全く書いていないものがあるのですね。ＱＡだったり、それで何なのだ

ろう、これはというふうな感じのものがあるのです。 

  それを見ていますと、やっぱりこれは要点筆記で構わないので、発言者

と発言の内容がわかる記録をつくってほしいということで、これは２つの問題

があるので、その点について、１点目の第５次総合振興計画についてはな

るたけ全会議録とってもらうということで、その他のものについてはしっかり

した記録が残るように、これ住民自治の基本ですから、それを伺いたいと思

います。 

  まちづくり交付金事業については、何とかできるということですのでいい

ですけれども、産業振興課の問題なのですけれども、私はこれを上げたの

は実は農業委員会の業務量はとても大きくなっているということを知って、そ

れで産業振興課が農林水産中心になっていくのはとても大切だなというふう

に思っていたのですけれども、例えば今年度、21年度はため池の調査をし



ていただいたのですよね。それを22年度にどういうふうに生かされるのかと

か、公募地についても出てきたわけですよね。耕作放棄地についてもある

程度の一定のものが出てきました。去年の段階で見せていただいているの

ですけれども、それが今度は産業振興課が農林にかわることによってもっと

充実している形になっていくのだろうなと思っているのですけれども、そこの

内容まではまだ具体的に入っていかないというところでいいのでしょう。それ

は、22年度中にもっと具体化していくということで考えたほうがいいというこ

となのでしょうか。 

  それと、次に、補助金団体の申請のあり方なのですけれども、私かなり

財政的に緊迫していると思います、嵐山町自体が。この交付要綱に従って

というのと諸事情あってという形ですと、民主党のやった事業仕分けのよう

な形でばさっとやられると非常に厳しいのかなというふうに思っているので

すけれども、第５次振興計画が策定されてその部分ではしっかりやっていか

ないと、切りかえていくと、地域主権とか住民自治の意識を持っていくと切り

かえていかないと、ここの部分でもっと住民からの批判に耐えられないと思

うのですよね、補助金団体のほうも。 

  そこのところをどのように考えていくのか、いつから実行していくのか、交

付要綱はどういうふうにするのか、そして領収書を添付することができない

ということは通常あり得ないことで、お金を払っている以上、お金を支出して

いる以上もらえますよ。今は、交通費に関しても全部とれるようになっていま



すよね。 

  そうすると、今年度から少なくとも申請があったらば領収書を持っていた

だくというか、50％以上のところに関しては最低でも領収書を添付していた

だくというふうな方向は必要だと思うのですね。でないと、実際に事業でどん

な事業をしていて、事業、すみません、事業の実績報告書というのも１団体

のもの見てみたのですけれども、どんな事業、普通でしたら事業はこういう

事業をしましたというのが出ているのですけれども、そういうものがない事業

報告書が出されていたり、事業計画書もそういった事業計画書ではないよう

な事業計画書ですよね。施策的なものが出てきているというのが事業計画

書になっているというのがわかりましたので、そこの部分を改めていかない

と補助金団体として町が交付していくのに耐えられないと思うのですね。そ

この部分に関しては、今回からはやっぱり 50％以上のものについては領収

書を必ずとっていくという必要はあると思うのですが、その点について伺い

たいと思います。 

  それから、町の人権教育のあり方なのですけれども、私は人権教育の中

で特に問題かなと思ったのは、ふれあい講座のほうなのですけれども、ふ

れあい講座のほうは吉田集会所の運営委員会の記録を見ていましても、公

民館事業として行えないかというふうな形も出ているのですよね。 

  公民館のほうから出張していく形にしてもいいのだろうなと思っているの

ですけれども、ほかの嵐山町の事業と比べてみますと、余りにこちらのほう



が優遇されています。それは、そしてまた３カ所も少ないのですよね。見て

みましたら、ふれあい塾のほうは逆に嵐山町全体の小学校に広げていきた

いと思いました。やっていること自体とても有意義なことであると思いました

ので、そういうふうな形に広げていけたほうがいいな、菅谷小についても志

賀小についてもふれあい塾的な形で事業が展開されるのが、学校での放課

後こども教室につながっていく形になると思いました。 

  ですから、そういうふうな形に展開していくだけの予算を各小学校につけ

ていただければありがたいかなと思ったのですね。ですけれども、七郷小の

ものを吉田集会所でやる必要はないなと感じました。というのは、吉田集会

所まで来る時間がありますし、七郷小でやったほうが子供たちがたくさん集

まります。 

  ふれあい塾に関して言いますと、記録を読んでいますと、学校で先生た

ちが家庭訪問で子供を参加するように呼びかけて、当初は９人ぐらいのもの

を 30人以上に膨らませていくという形をとっているのですよね。それは、私

は問題があるかなというふうに思っています。参加される、家庭訪問で個別

の家庭にそれを、参加を呼びかけてまでやるものなのかなというのはすごく

疑問に感じました。 

  ふれあい講座に関して言いますと、私が一番びっくりしたのは、カラオケ

講座が２つ、それから健康ダンス教室、これが 23回ですよね。今回は、21

年度は健康ダンス教室が 18回と健康教室が５回でした。これは、それぞれ



の参加者がとても少ないのですね。４人か、１回の参加者が５人ぐらいなの

です。それに関して18万円のお金を支払っています。ところが、ほかの例え

ばスポーツ団体とか、それからものに関しては非常に金額を抑えられていま

すけれども、ここの部分に関しては抑えられていなくてというのがとても問題

だなというふうに感じています。 

  ほかの部分で言えば、町のいろんなのがあって、そば打ち教室とかもち

つきとかいろんな講座、大人と子供の講座、交流の講座とかというのがあっ

て、それはとてもいい講座だなというふうに思ったのですね。ですけれども、

ほかのふれあい講座に関して言えばちょっと問題があり過ぎて、ほかの人

権教育にもっと持っていけるだろうと思いました。 

  人権教育というのは、例えば児童虐待の問題にしてもそうですけれども、

いろんな形にそちらのほうに持っていく、そして一番やってほしいなというふ

うな感じなのは、子供へのＩＴとか携帯電話での、携帯で子供がいじめに遭

っていくとかそういった問題を変更していく形に人権教育自体を変えていか

ないと、今のこれ 2010年ですか、21世紀の人権問題に耐えられないと思

うのですね、嵐山町の人権教育が。 

  それで、埼玉県の人権教育も、そうすると耐えることができないといいま

すか、このままでいきますと例えば今は人身売買の問題も起きています。そ

れがはっきり出ています。嵐山町にも、外国人の方が人口の中の 1.5％ふ

えるまでに来ています。子供たちも、学校教育の中に外国人の子供が入っ



てきています。そういったものに耐えられるような人権教育に変えていかな

いといけないと思うのですが、これは心理的差別と同和教育はという形の以

上のものに変えていかないといけないと思うのですけれども、これも第５次

総合振興計画の中に改めて位置づける必要があると思うのですが、その点

について伺いたいと思います。 

  そして、嵐山町との補助金団体との関係で、部落解放同盟嵐山支部の

補助金団体としての嵐山町のあり方、交付のあり方なのですけれども、これ

を私は何を行っているのかが見えない段階で、情報公開請求した段階でこ

の団体が何を行っているのか見えない段階で、これだけの大きな金額です

よね、69万円という金額です。そして、会費は４万円です。73万分のうちの

４万円が、繰越金ではないですよ、69万円と４万円で 73万円、４万円分が

会費だと 10％にも満たないようなところに 69万円のお金を出していて、そ

れが領収書もなくという形でやっていくこと自体に問題を私は感じているの

ですけれども、これがすべて嵐山町では同和教育の推進に…… 

          〔何事か言う人あり〕 

〇渋谷登美子委員 かかわるというふうに、それが心理的差別を解消する

ための金額というふうに考えるのには、余りに嵐山町は部落解放同盟との

関係がゆがんでいると思うのですね。部落解放同盟嵐山支部と町との関係

がゆがんでいるというふうにしか考えられないのですけれども、その点につ

いて伺いたいと思います。 



〇河井勝久委員長 会議の途中でありますけれども、この際暫時休憩いた

します。おおむね 10分。 

          休  憩 午前１０時３１分 

 

          再  開 午前１１時０７分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  既に渋谷委員の２回目の質問終わっておりますので、答弁をお願いいた

します。 

  岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 それでは、お答えさせていただきます。 

  バスの件ですけれども、南部地区が、玉川が先行してやってしまうと不

便が発生するのではないかというご心配ですけれども、嵐山町では基本的

にはというか、大きな理由の一つには、にぎわいづくりというのもあったので

すね。嵐山駅を使う乗降客をふやそうということでときがわのほうにも話しか

け、ときがわのほうでも特に玉川地区を中心として嵐山町のほうを向いてい

る町民が多いということでお話が進んできているわけでありまして、ここのと

ころまで来るまでも話し合いを重ねてきているわけでありまして、これからも

あしたからやめるよというようなことにはならないというふうに思っています

ので、話は情報はお互いにとり合わないといけないと思いますが、そういう

ような形でいきたいと思います。 



  原則的には、さっき申しましたけれども、このデマンド交通どこまでかけら

れるかということにかかっているので、やるのだったらもうすぐできるわけで

すので、お金さえあれば。だけれども、嵐山町に合った、それでしかも町民

の満足度がかなり高くないと、うちのほう何もご利益ないやというような地域

が多い、あるいは人が多いというような形だと、せっかくやっても意味がない

な。それには、金額の面とその満足度がどれぐらいのところまでできればい

いのかという嵐山方式を総体的に考えながら取り組んでいかなければいけ

ないなというふうに基本的にはもう考えております。 

  次の総振の関係ですね。総振の中で、若い人、それから女性の意見が

弱くなってくるということは、どういうふうに委員さん思っているかわかりませ

んが、いろんな町の中、例えば今度のその総振をつくるにしても、参加意識

の高い人というのは、そういう人が入っていないのではないかという、少ない

のではないかという意識の発想だと思うのですよね。 

  ですから、そうではなくて違う人たちが参加が多いから意見が弱くなるの

ではないかということだと思うのですけれども、今実際その町の中でいろん

なことに参画をしたり、あるいは実際に動いていただいている人というのは、

そういう渋谷さんが心配をするような人というのは確かに少ないのですよね、

総体的に割合からいって。 

  ですので、そのような形でいったら確かにそういうことが起きるかもしれま

せんけれども、若い人、女性、そういった人たちがまちづくりの中の戦力に



ならないということになったらまちづくりも進みませんので、そういう人たちが

どうやって入ってくるのか。特に若い人の認識の醸成、これがどう図られる

かということが課題の一つだと思うのです。 

  なかなか働きかけても出てくれない、出てもらえない、そういうものをどう

やって中に組み込んでいくかということは問題だと思うのです。参加意識の

高い人、それから協力がいただきにくい人、こういう参加意識の高い人とい

うのは問題がないわけですけれども、協力がいただきにくい人というのは、

常態的に常に区の運営だとかいうようなこと、それからそういう中での地域

づくりをやっていくこと、またあるいは町の行政の中で健診をやるとか子供

関係、保健、医療関係にも参加をしてくださいとかいうようなことになかなか

出ていただけないとか、学校の中で連絡をするけれども、学校のところにな

かなか協力をいただけない、来ていただけないというようなその協力がいた

だきにくい人というのは確かにあるわけですので、そういう人たちをどう組み

込んでいくかというのも大きな課題の一つだというふうに思っています。 

  それから、ＳＯＨＯの関係ですけれども、渋谷さんがおっしゃるのはその

個人の人の言ったことというのをしっかり残しておきなさい。どちらかというと、

個人のだれがどう言ったというようなことをすごく重きに置いているような感

じを受けるのですが、先ほども休憩中に話がありましたけれども、嵐山町で

は審議会等の会議の公開に関することということで条項をつくっております。 

  その中で、会議録の作成というのがあるのですが、決めてあるのですが、



会議録のその会議名、開催日にち、場所、議題、そして公開非公開の別、

それで非公開にした場合には非公開にした会議の理由、傍聴者、それから

出席委員、欠席委員の氏名、それからこの一番の骨子というのが、審議の

内容、概要を残していくこと。そして、それをその審議会でやった意見、意義

というものを行政に反映できるようにしていこうというのがこれをつくった理

由ですので、Ａさんがこういうことを言った、Ｂさんがこうだったというようなこ

とではなくて、この審議会ではこういうような意見が出ました。それで、大ま

かなこういうようなことですよ。それで、そういうものについてこれから関連す

る事業を行うときにはそれがいかに反映するかということを目標としてこれ

をつくりましたので、そういう方向でこれからもいきたいというふうに思ってい

ます。 

  それから、企業支援課、産業振興課の件ですけれども、来年度どの事業

をやるのだということですが、先ほども話しましたけれども、この今大きなこ

の２つの課に限ったことではないわけですけれども、嵐山町では各課がいろ

んな仕事をたっぷり抱えてやっていただいています。 

  職員の人も、本当にもう真剣にやっていただいておりまして、その中で今

のままでやる以上にこうやったほうがいいのではないかという一つの考え方

として、企業支援課と産業振興課で今の仕事をよりやりやすい体制はとれ

ないものだろうかということで、今度のことをやらしていただくということでご

ざいますので、特別これをやったから何かの事業これとこれとこれが入って



いくということではなくて、今やっている事業をより進めたいということが基本

中の基本でございます。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 まず、補助団体の関係についてお答え申し上げたいと

思います。 

  先ほど申し上げましたように、補助団体はそれぞれの規約なり、そしてま

た会計さんがおって監査委員さんがおってというものが、いわゆる決算書だ

とか総会を経てその実績の報告が町のほうへ提出されてくるというふうなこ

とでございます。 

  したがって、当然それぞれの団体で例えば物を買うとか何かをするとき

に、領収書というのは当然それはそれなりにとっているのかなと。それは当

たり前の話かなというふうに思っています。ただ、なかなか最近駅で切符買

うと領収書出てくるようになりましたけれども、なかなかそこまではきちっとし

ている団体も全部が全部というふうにはちょっと考えられないと。 

  先ほども申し上げましたように、補助金のどうしたらいいかということで検

討委員会の答申もいただいておりますので、その中にはいろいろな改正の

こういうふうにしていったらいいかというような提言もございますので、やはり

22年度に新たに申請が上がってくる段階において、今後はこういうことに留

意をしてくださいとか、いろんなものについてちょっといろいろこう申し上げて



いきたいなと思っています。 

  最終的には、その委員会で答申していただいておりますので、どこかで

それをもう１回テーブルの上につけてはっきりしなければいけないのかなと

いう時期が来るのかなというふうには思っております。 

  それと、部落解放同盟の嵐山支部とのお話ございました。ゆがんでいる

というふうなお話でございましたけれども、私どもはそういうふうには当然考

えてございません。先ほども申し上げましたように、差別がある限り町の責

務としてやっぱり解決していかなければいけないのだというのが基本的でご

ざいます。 

  現実的に、まだまだ戸籍の不法取得の問題だとかいうもので全国的にい

ろんな動きがあるわけでございまして、そういう意味では今後もやはり現実

的に、いわゆる団体とそれなりの連携をしていきながら一日も早い差別の

解消がなくなることを望んでいるわけでございまして、そういう意味では問題

がないのかなと思っています。 

  補助金の額のお話もございました。これもいつもの議会でいろいろ出る

わけですけれども、過去からいけばかなり現実的に減らさせてきていただい

ているというのが現実です。したがって、比企郡でも支部を持っている団体

も幾つかございますので、そういう意味との均衡もどうしていったらいいかと

いうものがあるわけでございまして、これらについては今後の課題にしてい

きたいなというふうに思っています。 



  以上です。 

〇河井勝久委員長 加藤教育長。 

〇加藤信幸教育長 お答え申し上げます。大きく２点になろうかと思います

けれども、１つ、吉田集会所のふれあい塾、ふれあい講座の位置づけと申し

ますか、２点は人権教育のあり方ですけれども、町としては町の基本方針、

それから吉田集会所の設置及び管理条例、この中に目的として、同和問題

の解決を図るため社会同和教育推進の場として設置する。また、その運営

については運営委員会を置くと、こういうふうになっております。したがって、

吉田集会所には本来的な目的があるということで、これについてはこの基

本どおりやらせていただきます。 

  それから、町として平成 20年度から 24年度の今後の同和対策の基本

計画における実施計画の中でも、集会所における教育啓発活動としてこの

小学生学級と成人学級が位置づけられております。 

  それは、ご提案いただいたといえば各学校にふれあい塾の、きのうも予

算委員会のところで放課後こども教室等ありましたけれども、放課後、例え

ばその役割を果たせるかどうかということを考えた場合にも、放課後こども

教室は子供の居場所づくりという設置目的があって、今の状況では学校に

お願いするのは大変困難なことで、公民館を活動の拠点にしていると。 

  加えて、きのうお話ししましたように、学生使用料が改定になって授業時

数がふえてくる中で、さらにこれは放課後こども教室にも影響してくるし、吉



田集会所のふれあい塾にもやっぱり影響してくるわけですね。これらが問題

です。 

  それから、ふれあい講座についても、講座の回数、講師謝金等の話もご

ざいますが、これについては事業計画については運営委員会でご協議いた

だきたいし、講師のそれぞれの、カラオケ、健康ダンス等々の講師の謝金も

公民館講座と町の、町内の指導者においては 7,000円をするというそうい

う基準に照らして、説明責任がつくような方向で検討させていただきたいと。 

  同和人権教育のあり方については、繰り返しますけれども、埼玉県の人

権教育推進プランでは、同和問題を人権教育に位置づけるのだよというと

同時に、きちんとした人権問題として女性問題、子供の問題、高齢者問題、

いろいろなものを上げております。 

  その中で、特に社会教育における人権教育としてこのように述べられて

おります。研修会については、地域の実態に応じ、各人権問題に対応した

講師を招いた講習会を実施する。豊かな人権感覚が身につけられるような

身近な問題について意見交換をするなど、創意工夫した研修会を進めると

いうふうにおっしゃいました。 

  身近な問題というのは、先ほども繰り返しますけれども、虐待の問題で

あったり、インターネットによる人権侵害であったりとか、そういうことができ

るかどうか、ぜひできる方向で検討させていただきたいと思います。 

  なお、集会所については埼玉県に大体 200館以上ございます。そこで、



集会所連絡協議会というのがございまして、その中で情報交換して自分の

集会所学習についてそれぞれ努力、工夫されている点を情報交換しながら、

変えられる内容については変えていただきたいと、こう考えております。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 渋谷委員。 

〇渋谷登美子委員 すみません。第５次総振と環境基本条例の関係ですけ

れども…… 

          〔「スイッチ」と言う人あり〕 

〇渋谷登美子委員 入っていない。若い人と女性を入れていく工夫というの

はどこかでなされますか。そこのところが私は一番問題になってくるかなと

思っているのですけれども、財政分析をしながらそれをやっていかないと、

第５次総振に関しては少子高齢化で、特に若者に関して 2030年ぐらいの

若い人が一番、2030年から 2050年の若者が一番負担が出てくるのかな

というふうには考えているのですけれども、そうするとそこの部分はまだ生ま

れていない人になるのですけれども、でもそれを産む人たちが今の若者に

なってくるので、そういった人たちを入れていく工夫というのはどのようにお

考えになるのか伺いたいと思います。 

  各種審議会の議事録なのですけれども、私が見た感じでは審議会で何

をやっているかわからないという議事録が結構あるのですね。そこのところ

の解決をどのようにしていくかを伺いたいと思います。 



  補助金団体の改正の答申というのが出たということですけれども、それ

私自身は見ていないので、具体的にどのような内容が入っているのか伺い

たいと思います。それは、私はすぐすぐにでも変えていかないといけないな

と思っていますのは、例えば国際交流などは３万円ですし、非常に大きな事

業していますよね、見ていますと。ずっと１週間に一遍公民館で講座をして

いますし、公民館で日本語教室をしていますし、そのほかに嵐山町の学校

に来ている子供たちのことを、外国人の子供に関しては国際交流の人たち

が来てそこのところで支援をしているとかしています。 

  そして、くれよんキッズに対しては５万円ですけれども、これもお母さんた

ちが来て、それで月に２回ですか、１回ずっと子供たちとのふれあい講座を

やっていたりしますし、そういうふうなことを考えますと、団体によって補助金

額の差があり過ぎるのが嵐山町の現状かなというふうに思っています。 

  それは、例えば部落解放同盟嵐山支部の金額が少なくなってきたとはい

え、一方は、国際交流のほうは３万円、ガールスカウトにしても３万 2,000

円、一方は69万円、同じような、内容的にはどっち、是か非かわかりません

けれども、そうした中で考えていくと、この補助金交付要綱はすぐ見直しして、

それで新たな形で第５次総振でも生かせるような形に持っていかないと、私

はもう嵐山町の補助金団体というのかな、そういったものに対しての住民団

体の判断というのがおかしいというふうに思われていることは確かなので、

それを解決するためにどういうふうにしていくのかということですよね。 



  次にですけれども、町の人権教育のあり方なのですけれども、例えば人

権教育推進協議会のほうを見てみますと、吉田運営委員会のほうは確かに

吉田地区、吉田集会所で地区の、吉田地区というところに持ってきているの

で、吉田地区の方の住民の方が入ってきてもいいのだろうなと思うのです。

ですけれども、人権教育推進協議会のほうの委員の方は、ＰＴＡなんかのい

わゆる役職のほかに住民代表というのは北部の方しかいないのですよ。 

  そうしますと、嵐山町の人権問題というのは北部に集中しているというふ

うな形になってきますよね。そこの改正というのは、21年から 23年までの

委員さんなのですけれども、それを変えていかない限り嵐山町の人権教育

というのは非常に偏った形になっていくかなと思っています。その点につい

ての考え方を伺いたいと思います。 

  人権教育に関しましては、人権教育の報償費というのは、ほとんどふれ

あい塾とふれあい講座になっているのですよね。そこのほかの部分というの

がないのです。そのほかにあるものというのが何なのだろうなと思ってみま

すと、同和問題がずっと 11月から５回ぐらい講座が開催されているのです

けれども、そういった形というのはもう変えていかないと、時代の人権教育と

か人権のあり方に耐えられないような嵐山町の状況になっていると思うので

すね。ほかの部分が入っていないのですよ。それについては、22年度から

変えていただけるようにしていただきたいのですね。それについてのお答え

を伺いたいと思います。 



〇河井勝久委員長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 総振に若者をどう取り込んでいくかということでございます

けれども、ご承知のように選挙の投票率なんか見ても若い人が低いのです

よね。国を挙げて、そういうものをぜひ関心を持ってやってくださいということ

を一生懸命やっているわけだけれども、なかなか投票率が上がらない。そ

れと同じように、嵐山町でも努力は今まで以上にやっていきたいと思います

けれども、Ｖ字回復ではないですけれども、急になるようないい案がありまし

たら教えていただきたいのですが、努力はやっていきたいと思います。非常

に難しい課題でございます。 

  それから、この概要、内容を書いて残して、そしてそれを政策に反映して

いくのだという方向に町がやっているわけですけれども、その内容、概要が

はっきりわからないということですね。それは、大変申しわけない、心苦しい

わけですけれども、わかるような表現の仕方に至っていないことであります

ので、スキルアップ、一生懸命勉強いたしまして渋谷さんにご理解いただけ

る内容になるように、これから改善といいますか、努力を図っていきたいとい

うふうに思っています。 

〇河井勝久委員長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 それでは、団体の関係についてお答え申し上げたいと

思います。 

  検討委員会で報告というのがまとまっているわけですけれども、基本的



な考え方として５つほど出されています。１つは、公募方式を採用していった

らどうかと。そして、事業費を対象に補助をしていったらどうかと。それと、補

助金の周期を設定していったらどうかと。それと、補助限度額というのを定

めたらどうかと。そして、補助事業の情報公開をしていったらどうかというよ

うな基本的な５つの考え方が出されております。 

  先ほど申し上げましたように、現在の補助団体の中で今５つの基本的な

考え方に立っていると、なかなかそう簡単に決まりがつかないようなところも

あるのかなというふうには思っているわけでして、ただそうは言っても、先ほ

ども申し上げましたようにどこかで一区切りをしたいなというのが今の考え

方でございます。 

  したがって、22年度からまた新たに 22年度の補助金を出すという形に

なっておりますので、それらを補助金を交付する中で、今後はこういうような

ことも考えておりますよという一つの指針みたいなものを出したらいいかなと

いうのをこの間補助金の適正化委員会でもお話が出たところでございまして、

いずれにしてもどこかで一区切りしなければいけないというのはここ数年来

の考え方でございまして、貴重なご提言をいただいておりますので、そういう

ものをどういう形で、どこかで決まりをつけなければいけないかなというふう

に基本的に考えています。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 加藤教育長。 



〇加藤信幸教育長 町の人権教育推進協議会についての委員についての

お尋ねでありますが、この人権教育推進協議会は埼玉県全市町村にありま

すし、比企地区人権教育推進協議会、県全体としては埼玉県人権教育推進

協議会、こういう中になって、例えば町単位でいきますと規則で定めており

ます。 

  この嵐山町人権教育推進協議会は、規則によりまして第２条で目的がご

ざいます。それは、同和問題をはじめとするさまざまな人権に関する課題の

解決に資するとともに、人権教育の振興を図り、もって明るい地域社会づく

りに寄与するため嵐山町人権教育推進協議会をと、こうあります。委員は

40名以内とする。現在 30名なのですが、委員さんには、したがって同和問

題をはじめとするさまざまな人権に関する課題の解決という観点から、現在

２年任期でこのような関係の方々にお願いしている。行政関係職員、ですか

ら教育委員会のこども課とか生涯学習課とか健康福祉課とか総務課も入っ

ています。小中学校長、幼稚園長、各小中学校の人権教育主任、社会教育

委員、公民館長、地域代表者、各学校ＰＴＡ会長、女性団体の代表者、区長

代表者、民生児童委員、老人会代表者、人権擁護委員会の代表者とありま

す。ここから察しますところ、同和問題だけではなくてさまざまな人権問題に

対処するというふうなことです。 

  ただし、社会はどんどん進展しているし、人権課題もさまざま多様化して

いるということで、新しい課題に対応する範囲の関係の委員さんに今後お願



いしていく必要があらば、それはお願いしていくという形で対応していくのか

なというな考えを、考え方をということですので考え方を申し上げました。あく

までも、この規則の設置の趣旨の目的に沿って委員さんをお願いしていき

たいと考えております。 

  以上です。 

〇松本美子委員 ちょっとすみません、委員長。 

〇河井勝久委員長 はい、何です。 

〇松本美子委員 発言よろしいでしょうか。 

〇河井勝久委員長 では、松本委員。 

〇松本美子委員 ただいま渋谷委員さんの総括の中ででございますけれど

も、発言の中に差別的なる発言等がございましたので、まず１点は水平社、

２点目には被差別部落、あるいは同和部落と、こういったものについては同

和地区というものを指す言葉でございます。これは現在はありませんので、

この辺のところ審議していただき、正式に取り上げていただければと思って

おりますのでよろしくお願いいたします。 

〇河井勝久委員長 質問の中にあったということですね。 

〇松本美子委員 はい。最初のほうの質問の中にありましたので、テープ

等が起きているでしょうから、それをお聞きになって委員長判断でしっかりと

判断していただければと思いますけれども、異議申し立てをいたします。 

          〔「水平社なんて」と言う人あり〕 



          〔「そういうことを審議する場なの、だって、 

            予算委員会というのは」と言う人あり〕 

          〔「いやいや、差別発言だ」と言う人あり〕 

          〔「発言があったということを言ってるんだか 

            ら」と言う人あり〕 

〇渋谷登美子委員 ちょっと、いいですか。水平社というのは歴史的な事実

ですよね、被差別部落も歴史的な事実で、同和というのも歴史的な言葉で、

嵐山町では…… 

          〔何事か言う人あり〕 

〇渋谷登美子委員 嵐山町は、吉田集会所に関しては同和というふうな言

葉が出てきているので使っているので、それを使わないと話せないような状

況なものを使うなということはできないと思うのですが。 

〇河井勝久委員長 今、松本委員からの発言があって、渋谷委員の中に、

例えばテープの中でどこのところで発言があったのかについては、私のほう

もはっきりは書き取っていないのですよ。ですから、暫時休憩いたしまして具

体的に…… 

          〔「その必要ないよ」と言う人あり〕 

          〔「委員長が言っているんだからいいで」と言 

            う人あり〕 

〇河井勝久委員長 その言葉があったのかどうかによって、例えばそれが



…… 

〇渋谷登美子委員 ありますよ、私水平社って言っていますから。 

〇河井勝久委員長 少々待ってください。ちょっと。 

〇渋谷登美子委員 当たり前ではないですか。 

〇河井勝久委員長 今の言っているこの３つのものが、果たして差別発言

になるのか、不適切発言になるかについては、ちょっと調べてみたいと思い

ますので。 

          〔「ちょっと委員長、委員長、いいですか」と 

            言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 暫時休憩いたします。 

          〔「いいんじゃないのそれは、関係ない人は」 

            と言う人あり〕 

          〔「休憩」と言う人あり〕 

          〔「それは調べると委員長が判断してるんだか 

            ら、その結果で」と言う人あり〕 

          休  憩 午前１１時３５分 

 

          再  開 午後 １時３２分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  先ほど休憩前に松本委員から発言ございましたので、その問題について



ただいま調査をしております。このまま暫時また休憩いたします。 

          休  憩 午後 １時３３分 

 

          再  開 午後 ２時２１分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  先ほどの松本委員の発言に対しまして、差別用語の関係につきまして、

水平社、被差別部落、同和部落の差別用語があったということに対しまして、

休憩とりまして別室において議長、畠山副委員長立ち会いのもとにテープ

起こしし、発言の内容について確認をいたしました。 

  渋谷登美子委員の発言の中で、同和教育問題の歴史的経過を説明す

る過程において、水平社運動が 1922年から始まった云々であります。それ

で、被差別部落はかつて人権侵害があったと思うという内容で、一つの問

題として対処していくべきだという内容でありました。それで、同和部落の問

題という発言については一言もありませんでした。 

  私どもといたしましては、水平社と被差別部落というものが差別用語に

当たるのかどうかについて、いろいろと調べました。調べた内容は、すべて

の関係書類あるいは関係者に対して調査をしたところ、差別発言とは断定

しがたいということで、これも、町もそういう判断をいたしました。委員長もそ

ういう判断をいたしました。 

  なお、今後使われ方によっては誤解を招くことになると思いますので、慎



重な取り扱いをしていただきたいということをお願いいたしたいと思います。 

  以上、報告いたします。 

  はい、松本委員、何かございますか。 

〇松本美子委員 はい。それでは、大変長時間私の発言に対しまして貴重

な時間を費やしていただきまして大変ありがとうございました。 

〇河井勝久委員長 それでは、会議を続行いたします。 

  既に渋谷登美子委員の総括質疑は終了いたしております。 

  次に、第７番委員、川口浩史委員。 

〇川口浩史委員 今度の新年度予算は、太陽光発電やエコキュート、そう

いったものへの補助、七小の芝生化、これは補正でお願いしたいと思いま

す、など温暖化防止につながる制度に取り組んでおります。また、デマンド

による町民の交通手段の利便性につながる、こういったものも研究費として。 

          〔何事か言う人あり〕 

〇川口浩史委員 聞こえない。 

          〔「はい、大丈夫です」と言う人あり〕 

          〔何事か言う人あり〕 

〇川口浩史委員 そのデマンドや人間ドックの人数の拡大など、大変よい

政策が入っております。そういう中で、次に申し上げる点については改善を

していただきたいというふうに思うわけです。 

  その第１が花見谷の工業団地の地上デジタル化の工事です。ちょっと話



をこういう角度からしていきたいと思っているのですけれども、モラルの欠如

というのがいろいろ言われているわけですね。お金がありながら税金を払わ

ないという人がいるというふうに言われておりますので、まさにモラルハザー

ドが起きているというふうに思うわけです。 

  どうしてそういう人が出てきたのかなと考えますと、結局のところ私たち

がつくってきた社会の中で、そういう独特の考えが育成されていったという

ふうになるのだと思うのです。そうしますと、私たちのやっていることによって

いろんなところで社会的影響を与える、これ嵐山町だけの問題ではないの

ですけれども、でもやっぱり行政として大変大きい影響を与えるというふうに

思うのですね。 

  そういうことですから、本来ならこの問題は原因者負担の原則にのっとっ

て、工場をかけた企業が払っていくというふうにしないといけないと思うので

す。そういうふうに実際にやっている工業団地が、前にも申し上げましたが、

松伏町と吉川市だということです。この前伺いましたが。工業団地をやって

いる東日本テクノポリス、そこは工業会がすべて持ってやっているということ

であります。そういう工業会もあるわけですから、原因者負担の原則に立っ

てやっていくことが必要だというふうに思うのですよ。 

  ところが、この前町長に伺ったときには、工業会もいろいろやってきても

らっているということをおっしゃって、いわば思いやりでこの予算を組んでい

るというふうに思うのですね。思いやりでやる予算に、町民が、多くの町民が



理解するだろうかというふうに考えると、なかなかそうはいかないのではな

いかなと。日本航空のように、つぶれるかつぶれないかというそういうときに

は、これは多くの町民が理解をすると思うのですが、そういう状況ではない

中で単なる思いやりでやる予算というのは、やってしまうと今度はまた新た

なモラルハザードを私は起こすのではないかなと、これから何年か先に。そ

のことを私は心配するわけです。 

  これからのまちづくりの中で、ボランティアを組織して余りお金をかけない

でやっていきたいというのが町長の考えですが、そういうものにも私は結局

のところ影響していくと。原則を町長が破ってしまうと、これからいろんな義

務を果たせと言っても義務を守らなくなってくることにつながっていくのでは

ないかというふうに思うのです。その点で、この問題についてお考えを伺い

たいと思います。 

  それから、２つ目には、町債と公債費の関係です。これは、質疑の中でも

ありましたが、傍聴者いなかったのでもう詳しく説明する必要はなくなったの

で、というか、実は詳しくしようと思っていたのですが。要は、公債費より町債

のほうが、すみません公債費より町債のほうが大きいということになったわ

けですね。 

  私も何年か前にこの問題質問しているのですが、元金以内でおさめてい

きたいというのが町の姿勢だったと思うのです。これをずっと続けてきて、嵐

山町も 60数億あったものが平成 20年度末 54億円台にまで減ってきたわ



けです。借金を減らしたというのは、これ多くの、多くのと言っていません、私

が聞いている中では町民も評価している人いるのですよ、多いのですよね。 

  ところが、ここへ来て、昨年もそうでした、結果的に。ふえていますからね。

今年はもう、新年度からこの元金以内というのを破ってしまっているというこ

とであるわけです。ちょっとこういうことを続けていくとまた借金がふえていく

のかなと、これ危惧をせざるを得ないのですね。今回新年度予算を組むに

当たって、どの程度お考えになって公債費を上回る町債をしたのか、伺いた

いと思います。 

  それから、３点目、これはもう結構です。補助団体における。 

          〔「通告してあるわけじゃないから、いいんだ 

            よ」と言う人あり〕 

〇川口浩史委員 いや、ちょっと内部的には通告してあるから。 

          〔何事か言う人あり〕 

〇川口浩史委員 ちょっと一言言って。補助団体における活動の実績報告、

上げるにはやっぱり領収書の添付をしていくべきだと。私２つの課で伺った

ところ、どこもつけていなかったわけです。どこもって、２つの課は。恐らくほ

かの課もそうだと思います。 

  疑われるようなことはしないと、李下に冠を正さずというふうに言われて

おりますが、やっぱり今の時代疑われないようにきちんとした報告をもって

やっていくべきだというふうに思うのです。団体としては厄介になると思うの



ですが、そこはぜひ進めていっていただきたいと思います。これ答弁結構で

す。 

  それと、同和事業の終結、私は終結が基本だというふうに思っておりま

すので、ただやめる気がありませんからこれも答弁いいですけれども、指摘

だけしておきたいと思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 それでは、私のほうからお答え申し上げたいと思いま

す。 

  今、電波障害の関係でモラルハザード、いろいろお話ございました。基本

的な考え方は私ども同じだというふうに考えております。ただ、今回のこの

件については、昨年というか、21 年度の補正予算のときにご質問があって、

町長が答えております。それも今川口議員お話がありましたけれども、その

とき町長が、行政としてその地域に入る、あるいは進出をしていただいた工

場、工業会に入るというようなことがあったと思うと。そういう中にあって究極

の判断をしてきたというふうなことで、ぜひご理解をしていただきたいという

ふうなお話でございました。 

  したがって、これから先どうだというお話がございましたけれども、それは

当然のことでございますけれども、原因者負担というのは基本的な考え方だ

というふうに思っております。ただ、この花見台工業団地の電波障害につい



ては、過去の経緯があって今に至っているというふうなことです。 

  今回 22年度の予算でお願いをして、デジタル化に合わせて決まりをつ

けるというふうなことで、共同アンテナの建てかえを考えるとかなりのお金が

かかるという中で、個別の受信に対応する工事を行って決まりをつけさせて

いただくと。これは、デジタル化終わるとあとは共同アンテナの撤去の工事

が残るだけでございまして、ぜひそういうことでご理解をしていただきたいな

というふうに思います。考え方としてはよく理解しているつもりです。 

  続いて、公債費の関係ですけれども、今これも川口議員がお話がありま

したように、私も以前何人かの議員さんに対して質問に答えています。元金

を返す範囲内で起債を起こしていくというのを大原則に考えて、いわゆるプ

ライマリーバランスを守るということははっきり申し上げてございます。 

  ただ、21年度、そして22年度というふうなお話がございましたけれども、

ちょっと特殊要因と申しますか、特に 21年度については先日審議をいただ

きましたけれども、平沢の土地区画整理事業の関係で４億円の起債を起こ

すということでございます。21年度の元利で考えていったときの、元金と利

息と考えたときのプライマリーバランスの赤字が３億 1,453万 7,000円と

いうことです。したがって、平沢の関係がなければここも黒字だったのかなと

いうふうに基本的に考えています。 

  それで、22年度については 10億 390万という起債を起こすわけでござ

いますけれども、その中を見ていったときに、一番大きいのはまちづくり交付



金の事業で、これが４億 8,730万、そして臨時財政対策債何と３億 9,000

万、そして１億 2,660万は借換債というふうなことがあって、ここもちょっと

特殊の要因が加わった結果で、プライマリーバランスが赤字の１億 9,396

万 5,000円になったということで、当然新年度予算を組むときにその辺は

我々も意識をしているところでございますけれども、先ほど申し上げましたよ

うな要因によって赤字になってしまったというのが事実でございます。 

  今後どうなるかということでございますけれども、今予定しておりますの

は、平成 23年度は若干の赤字と。今計画しておりますのが、そのままであ

りますと約 1,000万ぐらいの赤字ではないかなと。それ以降、24年度以降

は黒字化が守られていくだろうと。これは、一定の予定する起債を考えての

話でございますけれども、したがってここ 21年度、22年度はちょっとこう特

殊な要因が加わったことによってプライマリーバランスの赤字化になってし

まうのかなと。 

  したがって、基本的には、前にも申し上げたとおり元金の範囲内で借りて

いくということによって、徐々に起債残高が減っていくと。ただ、皆さんご案内

のように国が今こういう状況でございますので、この赤字地方債、いわゆる

臨時財政対策債がどのくらいどうなっていくかというのは全く見当がつかな

いというのが実情かなと思っています。 

  予算の参考資料にもございますけれども、ぜひ普通債のところで今後見

ていただきたいなと思うわけなのですね。いわゆる国で言う建設国債のとこ



ろですか、これを確実に減らしていくというのは、やっぱりそこが一番大事か

なと思っておりまして、ぜひその辺を注目をしていっていただきたいなと思い

ます。 

  国の政策によって、どうしても起債を起こさざるを得ないというのは、それ

は嵐山だけの話ではなくて全国的な話でございまして、ぜひ普通債の残高

がどういうふうに減っているかというのをポイント置きながら、我々も今後財

政運営をしていきたいなというふうに思っておりますので、ぜひご理解のほ

どお願いしたいと思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 川口委員。 

〇川口浩史委員 アンテナ問題は、余りにも意見が違いますので、もうこれ

以上言ってもしようがないので、やめます、もう。 

  町債と公債費についてはわかりました。十分配慮してやっていっていた

だきたいと思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 次、第８番委員、清水正之委員。 

〇清水正之委員 民主党政権ができて初めての予算ということで、そういう

面では大変、これから事務的にも非常に大変な部分があるのかなというふ

うに予算審議の中で感じましたけれども、そういう面では一つは子ども手当

の問題についてだけ、方向だけお願いをしたいというふうに思うのですが、



審議の中で子ども手当については非常に事務的にも煩雑になるというのは

感じました。ただ、やっぱり漏れがあってはいけないかなというふうに思いま

す。 

  私たちは、子ども手当の場合については、税額控除という抱き合わせの

ために、税額控除を廃止しろという要請はしているわけですけれども、その

問題がいずれ国保や保育料にはね返ってくるだろうということもあって、増

税になる人が非常にふえてくるというふうに思い、ただそうはいっても単年

度ということなので、これもどうかなというふうに思います。来年度以降は未

定ということになるわけで、国からの通達も来年度の要綱しか来ていないと

いうことですから、再来年以降はどうなるのかなというふうには思います。そ

ういう面で、私たちは子ども手当ではなくて児童扶養手当を対象を拡大をし、

手当を引き上げるということのほうがより事務的にも煩雑にならないだろうと

いうふうに思っています。 

  しかし、実際は子ども手当支給になるわけで、そういう面では個別通知

が出ないという問題が一つ残されたかなというふうに思います。広報等で周

知徹底はするとはいっても、手当の漏れが出てしまったら何にもならないと。

むしろ、個別通知を出しながら公務員というか、公務員の部分については除

かれますというものを入れながら個別通知を出していったほうが、むしろ漏

れは少ないのではないかなというふうに感じました。そういう面では、ぜひそ

ういうふうにしてほしいというふうに私は思っています。 



  これ、何でしたっけ、前にも国からの給付金、定額給付金があって、これ

も随分漏れた人がいるという話も聞いています。そういう面では、個別通知

を出すことによって漏れはなくなるのだろうなと。むしろ、だから個別通知を

出しながら、こういう人についてはぜひ会社のほうに申請を出してくださいと

いうふうにしたほうがベターではないかなというふうに思いました。その辺の

考え方をお聞きをしたいというふうに思います。 

  個別補償については、18、19日に説明会が開かれると思いますし、そこ

に農水省の職員も見えるということなので、個別補償の問題については今

回は遠慮しておきます。また、そのほかの問題についてもちょっと、子ども手

当の問題だけに絞らせてもらいます。 

  もう一点は、実は町長の施政方針の中で、非常に私注目をしたところが

ありまして、町長の施政方針の中で年末に単身の人が亡くなったという問題

も含めて、2015年には 65歳以上の人口が、約３人に１人は 65歳以上、

同時に 75歳以上の人も 10人に１人になる。また、10年後には 75歳以上

の人に対して 14歳以下の人たちが半分になるという点が載っていました。 

  私、この部分に非常に注目をしたのですけれども、だとするとこれからの

町政運営がどこに力を入れなくてはならないかということになってくるのだと

思います。一つは少子化対策かな、もう一つは高齢者対策、それともう一つ、

雇用の問題をどう上げていくかというのが非常に大きな課題になってくるの

ではないかなというふうに思います。 



  特に今回の当初予算を見たときに、税務課長のほうからも言われたとお

り団塊の世代が大幅にこの数年間で減ってくるということになったときに、で

は税収を確保していくのにはどうしたらいいのだろうかと。そういう面では、

労働者人口をどう引き上げていくかというのが非常に大きな課題になってく

るのではないかなというふうに感じました。 

  そういう点では、今質疑の中で話をしたとおり、高校卒業生が 74.8％、

約４人に１人は内定が決まっていないという状況の中で、嵐山町の場合は

特別委員会の報告にもありましたとおり明星の移転がどうなのか、それから

インター内がどれだけ早く決まりがつくか、これが大きな課題にはなるのだ

と思いますけれども、そういう点では企業支援課の役割というのが非常に大

きな位置を占めてくるのではないかなというふうに思います。 

  特にやっぱり団塊の世代がこの数年間で大幅に減少するということは、

町の税収そのものも、今回も大きく減収になっている一つの要因として団塊

の世代が退職をするということが一つの要因として挙げられたわけですけ

れども、どれだけやはり労働者人口を多く確保、あるいは政策的につくり上

げていくかというのが町の大きな、最大の課題になってくるのかなというふう

に思います。 

  実はきょう、役場の入り口のハローワークからの求人情報見たのですけ

れども、これ郡内だけなのです。そういう面では、嵐山町の勤めている人と

いうのは東京圏も含めて勤めているわけで、そういった情報もきちっとやっ



ぱり取り寄せる必要もあるのではないかというふうに思うのですね。 

  予算的にも、少子化対策、それから高齢者対策、それから雇用確保の

予算というものをきちっとつけていかないと、これからのやっぱり住民生活と

いうのは守れないのではないかというふうに思います。 

  そういう面では、第５次の振興計画を計画をし、実施計画をつくり上げて、

予算的にもそういう形で来年度以降予算が決定されると思うのですけれど

も、そういう予算配分にしていかないと住民生活というのは守れないのでは

ないかなというふうに思うのですけれども、考え方をまずお聞きしておきたい

というふうに思います。一応２点です。 

〇河井勝久委員長 小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 それでは、子ども手当の周知の関係に

つきましてお答えをさせていただきます。 

  昨日の話の中で、個別通知のが云々という話でちょっと誤解があったか

なというふうに考えるのですけれども、まず制度のお知らせなどの通知、そ

こら辺の手続だとか支払い方法だとか、そういったものについては、町内の

小中学校、幼稚園、あるいは町内の保育園を通じてまず全部に個々に配付

をしていきたいというふうには考えております。 

  それから、町外の単に幼稚園、保育園、こういったところについても、こ

れらについては名前わかっておりますので、郵便で通告をする予定です。 

  その他、どういう方が考えられるかという形になるわけですけれども、ま



ず私立の小中学校の児童、それから支援学校に行っている児童、そして在

宅と、こういったところが考えられるわけでございまして、これらについてどこ

まで個別通知というか、個別にやっていくかどうか、検討はしてみたいという

ふうに考えています。 

  それから、昨日は公務員の関係もお話はさせていただきましたですけれ

ども、例えば町内の小中学校等におきまして保護者の方が公務員の方、こ

れらの方々につきましても個別の通知については差し上げる予定でおりま

すので、よろしくお願いしたいというふうに思っております。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 清水委員さんのご質問にお答えをさせていただきます。 

  さきの施政方針の中で、将来の人口推計、またそれらに対応する安心し

た暮らしですとか未来を支える子供、それから雇用の関係のことを述べさせ

ていただきました。大変こう厳しい状況でございます。しかも、新政権が誕生

してその中で期待は大きいわけでありますので、それにどこまでもこたえて

いただけるのかというのが一番の関心事であるわけですけれども、それら

がなかなかこの将来への安心感を与えるほどのインパクトある政策がなか

なか出てこない。 

  そういう中で、今お話のように方向性ということでございますが、少子化

の問題、高齢化の問題、雇用の問題ですけれども、少子化対策ということで



町ではいろんな施策を行ってまいりました。嵐山町の実力に合った形で、子

ども手当ではなくて医療費の拡大等も行ったり、あるいは今度学童保育室

をふやしたりというようなことでやってまいりました。 

  そういう中で、今度子ども手当ということになってくるわけですけれども、

さっきも広報の町長取材記にちょっと書かせていただいたのですが、子供関

係の中で、児童手当、こども医療費、保育所、学童保育、こういうもので５億

円かかっています。それから、幼稚園の管理費、幼稚園関係で 3,330万円、

そして今度子ども手当ということでもう３億円規模ということでございます。こ

れら子供だけでこういうことでございます。 

  それから、子供の医療費でも、こども医療費の、ちょっと額が間違うとい

けませんのであれですけれども、大体１年間のこのところで拡大をした分で

500万程度の増加になっております。そういうことで、拡大をした分でそのぐ

らいな額がふえてきているわけでありまして、全体の線からいけばそれらが

間違いなくふえていくわけです。 

  それで、高齢者の医療費というのが、嵐山町の医療費もそうですけれど

も、平均で６％とか言っているのが嵐山町では９％、国保なんかで組んだの

が間に合わなくて 10何％ということでございまして、大体その高齢者の医

療関係、介護の関係、そういうようなものを含めて年々10数％、10％強、超

の増加という状況なわけですね。ですので、それらにいかに対応するかとい

うことが課題です。 



  この間、先日の読売新聞にこんなことがありました。鳩山政権の社会保

障政策全体の評価をどう見ますかということで、早稲田の宮島洋という先生

が気になることが３点ありますと。１点目は、子ども手当や年金など現金給

付の偏重、こういうものが偏重、大変こういうところに偏って多い。２点目、前

政権で批判をされた諸問題の対応や保護、救済の性格が強く、急速に進む

高齢者を見据えた長期的な視野に欠けているという点が２点目。それで、３

点目が、改革を進めるには不可欠な税制や税務行政の見直しの認識が希

薄なことではないだろうかと、この３点を挙げているのですね。これは、この

教授が言うだけではなくて、もう常に言われているわけです。それで、特に

雇用の関係で議員さんおっしゃるように、嵐山町でもこの施政方針に書かせ

ていただきましたけれども、やっぱり嵐山町の雇用というのは、団塊の世代

が退職をされるものを超えるほどの雇用を確保する雇用政策というのは本

当に厳しいことだと思うのですね。やっぱり国が成長政策をとって、ＧＮＰの

拡大ということを世界に向けて発信をして、それでその経済基盤を大きくし

ていくこときりないと思うのですね。やっぱりこれがないと雇用の確保という

ものはできない。そして、そういう形で要するに実入りがあるような形に国が

持っていかないことには税収も上がりませんし、福祉、医療福祉、いろんな

ものにかけるお金というのは出てこないわけです。 

  ですから、税収を内向きのことでなくて、やっぱりこの成長戦略をとって、

それで経済基盤を拡大する中で、税収もそうですし、所得水準も上げ、その



中でやっていったらいいのではないかということがいろんなところに書かれ

ておりまして、やっぱりそういう方向ではないかなというふうに考えている。

また、違った研究の論議と言うのも変ですけれども、この所得が上昇すると

医療費も上昇するという、こういう通説があるのだそうです。 

  そして、先進国 13カ国の所得水準を比較して、所得が１％上がると医療

費も 1.2％上がる。それで、この生活水準が上がるということは平均寿命を

延ばす、結果として。それで、1900年のアメリカの平均寿命が 47歳であっ

たのが、2000年には 77になり、我が国は 20世紀初頭 44歳から 2000

年には 81歳、つまり経済成長で１年間の生活水準が高まったように、その

水準を享受できる期間というのがアメリカで 60％、日本では 80％の単位な

のですね。 

  やっぱり医療費の支出が多くなるかもしれないですけれども、財政の基

盤というものが拡大をする、成長政略をもっとそういう形にＧＤＰがふえてい

けば、そういうふうに結果として寿命が延びたり、あるいは健康寿命を延ば

す、人間の幸せ感をふやせるということになってくるというようなことが書か

れておりますけれども、やっぱりそういう方向ではないかなというふうに思い

ます。 

  委員さんおっしゃるように、いろんな問題は嵐山町も抱えてくるわけです

けれども、何を一番重点を置くかということですけれども、やはり一番ここの

ところを重視をしなければ、これからのまちづくりというか、二本足で生きて



いくことはできないのではないかなという、一番おっしゃるとおりでございま

す。 

  ちょっと失礼いたしました。先ほどのあれですけれども、こども医療費、そ

れから乳幼児の医療費で、こども医療費が1,200万ぐらい、乳幼児2,000

万、それで両方で 22年度予算が 3,000万ということでございますけれども、

これが前年度に比べて約 500万強拡大をした分でふえている。ですから、

これからもどういう形になるかわかりませんが、減ることは少ないのではな

いかなと。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 ＧＤＰでいえば、先進国で一番日本は低いのですよ。成

長していないのです。町長が施政方針の中で「失われた 10年」と言ってい

ますけれども、10年どころではなくて20年という話があるわけで、国の話を

ここでしようとは思いませんけれども、そういう面では民主党の政権そのも

のが、確かに事業仕分けということで一定の無駄は省いたと言いながら、ま

だまだ目指すべきものというのは出ているわけで、それが地方自治体に非

常に大きな影響を与えているのだというふうに私は思っています。 

  一つは少子化対策の問題でいえば、やはり今そういう面ではお父さん、

お母さんたちが安心してやっぱり働けるという状況を、今の状況の中でお父

さんだけ働いてということではないと思いますし、それこそ安心して働ける、



そういう政策をつくり上げていかざるを得ないと思いますし、そのためには負

担をどれだけ減らせるかというのがあるのだと思うのですね。高齢者のお年

寄りの問題についてもそうだと思います。 

  確かに後期高齢者では埼玉県は今回引き下げを実施しましたけれども、

それでもまだ高い保険料を納めざるを得ないという現実が残されているわ

けで、そういう面ではやっぱり負担を減らせるかというのがこれからのやっ

ぱり課題だと思います。そのためにはやっぱり税収をどれだけ上げてくるか

というのにかかってくるのだと思いますし、国の施策にも当然影響してくるわ

けで、そういう点では私企業支援課の、先ほども言いましたけれども、企業

支援課の嵐山町の行政の中での位置づけというのが非常に大きくなってく

るのかなというふうに思っています。 

  そういう面では、どれだけやっぱり嵐山町だけではなくて、近隣や県外も

含めてどれだけ多くの人たちが正職員として働ける情報を伝えるか、あるい

は嵐山町の中でいえば、花見台でいえば工業界との連携をとりながら、そ

れこそパートでもいいですけれども、そういう情報を、嵐山町の中の情報を、

それから郡内の情報、県内、県外の情報をどれだけやっぱり町民の人たち

に雇用の確保という問題で情報提供ができるかというのが非常に大きなウ

エートを占めてくるのかなというふうに思うのですね。 

  この間もいろいろ提案をしましたけれども、効率的な問題で全部はね返

されてきましたけれども、そういう面ではやはり団塊の世代の退職とは言い



ながら、その人たちにだって、まだ働く意欲もあるだろうし、シルバー人材セ

ンターをどう充実させていくかという問題もあるでしょうし、そういう部分では、

いろいろな情報をつかみながらどう発信するかというのが、やっぱり企業支

援課のこれからのスタンスになってくるのかなと。そこに力を注いでいかな

い限り、労働者人口をどれだけ上げるかというのは、非常に大変な努力が

必要だと思います。そのことなしに税収そのものは上がってこないと思いま

す。 

  何年か前に５～６年先には嵐山町も団塊の世代の人たちが 2,000人、

3,000人という形で迎えるという話があったわけで、それがずっと続くとす

れば、労働者人口そのものがどんどん減少してくるというふうになってきざる

を得ないわけで、そういう面では少子化対策というのが非常に大切になって

くるだろうし、雇用の確保というのは非常に大切になってくると思うのですが、

見解をお聞きをしておきたいというふうに思います。 

〇河井勝久委員長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 おっしゃるとおりなのですね。そういう方向で企業支援課

を産業振興から分けて、そして嵐山町の企業支援、企業誘致、そういうもの

に対する姿勢というものを明確にして、嵐山町の考え方というものを町外に

アピールをするような形にして、ここまで来ているわけです。 

  それで、そういう中で成果、なかなか見づらいわけですけれども、何かや

ったらすぐ出るというような状況でもございませんが、一歩一歩、地道な活



動を続けているという状況でございます。 

  そういう中で、今お話ありましたけれども、負担を少なくということですけ

れども、ご承知のように毎日流される情報の中で、間違いなく高福祉、高負

担という方向に向かっているのですね、新政権が。ですから、この負担を少

なくというのは非常に厳しい状況だと思うのですね。どんどん負担がふえて

いるわけです。それで、しかもそこのところの財源の見通しというものが立た

ないわけですから、不安感、それから将来に対する閉塞感というような悶々

とした気持ちというのが国民の中に広がってきているような状況というのは

あると思うのですよ。 

  ですから、おっしゃるように町の中の企業支援課を中心として町は町で、

二本足で立てる態勢をしっかりとっていく方向で頑張っていかなければいけ

ないと思いますが、国でもぜひちょっとＧＤＰの話がありましたけれども、そ

の経済成長戦略をとりまして、経済基盤をしっかり国でもってしていただいて、

給料をしっかりとれるように、日本の国がもうかるように、そういう中で、税収

がしっかり上がって市町村のほうに回ってくるような体制を早くとってもらい

たい。ひたすらそれを願うわけですけれども、清水委員さんのおっしゃるよう

な企業支援課を中心とした体制に一層の力を入れていきたいなと考えてお

ります。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 町長言われるように、すぐに結果が出るというふうには私



も思いません。そういう面では５年、10年というスパンにならざるを得ないの

かなというふうに思います。 

  いずれにしても、嵐山町の人口そのものが、もう本当に下がしぼむという

か、そういう状況の人口ピラミッドですから、どれだけやっぱり多くの人たち

がですか、少子化対策をやるにはやっぱり子供がどれだけ多くなってくるか

というのにかかるわけですから、そういう面では嵐山町は出生率そのものも

県平均以下ですよね。 

  だから、そういう面では、町長が施政方針で言われるように 14歳以下の

人口が 75歳の半分になってしまうというのは、これは本当に真剣に考えて

いかないと、限界集落という言葉もあるように町そのものがそういうふうにな

っていくということにはならないと思いますけれども、いずれにしても出生率

を高める工夫もしていかなくてはならないし、現実の問題としては先ほど言

ったように働く労働人口の人たちをどれだけふやせるかという政策を中心に

やっぱり、ぜひ考えていってほしいというふうに思うのです。 

  そういう形をつくっていかないときに、行政の発展というのはなかなか望

めないのではないかなというふうにも思っています。ぜひそういう施策をこれ

から構築していくような、それこそ振興計画の中で十分議論をしていただい

て、そういう政策を取り入れてほしいというふうに思うのですが、最後ですか

ら考え方、お願いをしたいと思います。 

〇河井勝久委員長 岩澤町長。 



〇岩澤 勝町長 今、清水委員がおっしゃるような状況です。今嵐山町の人

口が 11年で１万 9,000人ですよね、下がってきていると。そういう中で日

本国籍の人口というのはどんどん下がっている。それで、その中で外国籍

の人口というのは 300人ぐらいのところをずっと維持をしているのです。で

すので、減っているのは日本国籍の人なのですね。 

  ですから、全体の中で考えれば、外国籍の人というのは減っていないわ

けなのですよ、人口的には。ということは、嵐山町に占める割合というのは、

渋谷さん…… 

〇渋谷登美子委員 1.5％。 

〇岩澤 勝町長 1.5％、１％超えているという話がありましたけれども、そ

ういう状況、これからはだからこういうふうにいくかなという感じもするわけで

すけれども、それも企業が元気ならふえていくでしょうし、そうでなければ減

っていく。それと、今度総振をつくるわけですけれども、何度も言っています

ように人口減少の社会、それから高齢化、少子化にどう対応するかというこ

とで一番大きな課題だと言っていますが、それには今委員さんおっしゃるよ

うに、この嵐山町が人口減っている状況の中で、先日もちょっと話が出たの

ですが、嵐山町の保育園というのは人気があるだろうか、周りから比べて。

嵐山町の幼稚園というのは、周りから比べて幼稚園はどういう人気なのだろ

うかというようなことを考える。 

  それで、保育園に管外委託というのですか、そういうようなものが嵐山町



に、あるいは嵐山から外に。それで、幼稚園なんかはたくさんある、例えば

松山なんかの場合にはどこの幼稚園で人気があるとか、どこがどうだとかと

いうのがあるわけですけれども、それを今区域を超えた中で人気があるとこ

ろに人が集まる、動くというのは千葉県なんかでもそういう状況というのはか

なり顕著に出ているというのですね。ですから、子育て支援にもしっかり対

策は立てて、人気があるような、子育てしやすいような環境にあるところだと

人もふえる、移住してくる、引っ越してくるというような状況が生まれてくるの

かなというふうに思います。 

  ですので、企業支援と同時に、今言うように子供がどんどん減るというよ

うな状況をどうにかこう食いとめていくための努力というものを、今度の総合

振興計画を立てる中には、大きなウエートを持ってそういうものを取り組ん

でいく必要があろうというふうに思っております。 

〇河井勝久委員長 最後に、第３番委員、金丸委員。 

〇金丸友章委員 それでは、３点ほど質問させていただきます。 

  12月の定例議会で町の執行からも、また議員からも 22年度の予算に

…… 

          〔「入ってないんじゃないですか」と言う人あ 

            り〕 

          〔「入った、入った」と言う人あり〕 

〇金丸友章委員 失礼しました。22年度の予算編成に向けて、ちょうど事



業仕分けが一段落したというふうな時期でありましたので、来年度の嵐山町

への影響についての多くの質疑が行われました。 

  その中で何点か嵐山町として、影響または廃止等の事業仕分けの中で

話が出まして、それについて影響がどのぐらい、及ぼすものはどれだろうか

ということで、一覧表が提示されました。 

  今回来年度の予算に当たりましては、大方の金額の面では、いろんな工

夫をされて例年と比べて大きな影響というものは何とか避けられたのではな

いのかなと思っておりますけれども、具体的に項目を挙げて、その経緯とい

いますか、来年度の事業計画の数字のベースでお伺いをしたいなと思って

おります。 

  地方交付税、交付金については、当時の見解ですけれども、影響額が

不明であるということで出ております。また、まちづくり交付金についても、継

続事業としての予算についての影響が懸念される。また、水道事業におい

てもしかりでございます。また、シルバー人材センター延長事業についても

減額が懸念される。延長保育事業、次世代育成支援対策交付金について

も不透明なところがある。保育所運営費負担金についても、保育料設定の

影響額が懸念されるということです。 

  それから、介護予防事業、地域支援事業の一部でございますが、これに

ついても減額が予想されるという。また、公立学校の施設整備事業ですけ

れども、耐震化の進みに影響の出る可能性がある。放課後こども教室の推



進事業ですけれども、これはその当時も廃止、これにつきましても影響が考

えられる。義務教育費、国庫負担金についてですけれども、これは影響は

ないけれども、病院の配置に影響がある場合等ですね、そんな影響なども

挙げておられます。 

  また、農地・水・環境保全向上対策についても減額が予想されるという、

このような見解がございました。 

  そういう中で、税制の町の町税の落ち込み等もありまして、事業計画、予

算編成には非常に苦慮されたのかなと思いますけれども、この点、今掲げ

たような施策につきまして、今年度、来年度、22年度の予算で、どのような

結果が出ましたか、およそのところをお聞きいたします。 

  次に、政府は地域主権主義という、そういうものを掲げておりまして、自

治体の裁量で自由に使える財源をふやすという方針も出しております。ただ、

今回は 22年度にはそういう方針が十分には含まれなかったということは事

実でございますけれども、今度の予算編成の中で、そのような方針が施策

に反映されるものがあったのかどうか、そこら辺を伺いたいと思います。 

  ３番目に、子ども手当の執行について。先ほどまた、昨日も対象者、手

続、周知等についてご説明をいただきましたけれども、これ以外に現時点で

その執行に当たって、何か問題を感じられるものがあれば、お聞きしたいと

思います。 

  昨日も施設入居の児童についての給付ということも、そんなようなことで



いろいろ決定したというようなことが報道されておりまして、これも非常に流

動的なものになるのかなと思っております。現時点でどのようなものが考え

られるのか、問題点があるのか、お伺いをしたいと思います。 

  また、先ほど町内の外国籍の登録者のお話も出ましたけれども、この給

付に当たりまして、外国籍の方への給付、人数的にはどのぐらいいらっしゃ

るのか、お伺いをしたいと思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 井上政策経営課長。 

〇井上裕美政策経営課長 まず、事業仕分けの関係と交付税の関係につ

きましてのお答えをいたします。 

  昨年行われました事業仕分けの対象となりました、今お話しありましたま

ちづくり交付金事業をはじめとする町のかかわりのあります事業、ここにお

話をいただきましたが、11事業でございました。 

  その影響でございますけれども、まず保育所の関係で国の徴収基準額

表というのが変更になりまして、今までの階層区分が７つございました。そ

れが１つふえまして、７から８階層にふえた。このふえたことによりまして、町

の負担分、金額はちょっと積算しておりませんが、増加するものと考えられ

ます。 

  それから、シルバー人材センターの関係でございますが、これにつきまし

ては国の補助金の見直しが行われまして、950万円というのが昨年度のシ



ルバー人材センター、町のＣランクというのが補助金の額でございました。

22年度は、これが880万円と変更されるということでございまして、70万円

が減額をされることになりました。 

  本来でありますと、町は国と同額の補助をすることになりますが、平成

22年度は予算審議の中で審議していただきましたように、950万円補助す

る予定でございます。これ以外、９事業ほどあるかと思いますが、大きな影

響はございませんでした。 

  それから、交付税の関係でございます。交付税につきましては、大変苦

しい財政状況の中で予算割れをしないようにということで厳しく試算をしてい

るところでございます。それでも平成 22年度は、前年度と比較いたしまして

１億 4,400万円ほど増額としております。しかしながら、町税の減収分、こ

れが１億 7,460万円の見込みでございます。自治体の裁量で自由に使え

る財源、一般財源でございますが、この合計を前年度と比較いたしますと

1,945万円の減額ということになってしまいます。 

  こういうことでございまして、昨年に比べて楽になったかというとそういう

わけではございませんで、町は地方交付税大変厳しく見ているということも

ございますけれども、一般財源そのものは減額になっているということでご

ざいます。ご質問にありましたその増額分で何件かの事業が新しくできたと

いうことはございません。 

  ただし、平成 22年度の単年度措置といたしまして、交付税の中に国で



は地域活性化雇用等臨時特例基金というのを設けております。これが約１

兆円、正確には 9,850億円だと思いますが、これの額がプラス分としてあ

ります。 

  ただし、マイナス分といたしまして、平成21年度にありました地域雇用創

出推進費というのが平成21年度5,000億円ほどございました。差し引きし

ますと約 5,000億円程度、これの財源が、まだ算定方法が未定ということ

で、この分を当初予算の中では見込んでございません。 

  そういうこともありますので、明るいちょっとお話ができるとすれば、その

増額分がふえる見込みが考えられますので、そのときにはまたそのときの

ふえた段階で、施策に生かせるものがあれば考えさせていただきたいと、こ

のように考えております。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 小林こども課長。 

〇小林一好教育委員会こども課長 それでは、３点目の子ども手当の関係

につきましてお答えさせていただきます。現時点での問題ということですけ

れども、始まったばかりですので、なかなか探りづらい点はあるわけですけ

れども、３点ほどちょっと申し上げていきたいと思います。 

  まず、最初はやはり地方への財政負担、これが一番大きいかなと。全額

国のほうでやっていただければいいわけなのですけれども、途中で児童手

当、この制度とのリンクということで地方負担が生じるということでございま



す。 

  本年度ベースで申し上げますと、児童手当と子ども手当で約 3,600万

ほどの町負担が生じていると、この辺が一つあるかなと。 

  これとリンクをするわけですけれども、２点目が現況届を出していかなけ

ればならないと。地方負担、この辺の関係がなければ、こういった現況届も、

いわゆる全員から出していただく、これはないわけでして、そういった点が見

込みとしてあるかと。 

  それから、３点目が議論の中でもいろいろ今まで出ておりますけれども、

やはり不透明感といいましょうか、法律そのものが 22年度、単年度の法律

になっておりまして、23年度以降はかなり不透明。そういう中で制度が堅持

できるのか。あるいは制度が大幅に改正になるのか。その内容によっては

住民の方々もちょっと混乱が生じるかなと。 

  そして、事務処理上も、補正のほうでシステム改修、予算をいただいてい

るわけなのですけれども、またゼロベースに戻って、そういったものの改修

が生じるか、あるいは先ほど来お話ありますように申請だとか周知だとか支

払いだとか、こういうものへも響いてくる可能性もありますので、その辺の不

透明感が３点目としてあるかなと、現状で考えられるのはこのようなことかな

というふうに事務方としては考えているところでございます。 

  続きまして、永住資格者等についてお話をさせていただきます。永住資

格取得者、これは嵐山に 70人ちょうどいるそうでございます。このうち 15



歳以下が８人、それから特別永住者13名おるそうです。このうち15歳以下

がお二人と。 

  以上でございます。 

〇河井勝久委員長 金丸委員。 

〇金丸友章委員 ありがとうございます、はい。 

  終わります。 

〇河井勝久委員長 以上で総括的な質疑を終了いたします。 

  これにてすべての質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 

〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第 13号議案 平成 22年度嵐山町一般会計予算議定について

の件を採決いたします。 

  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇河井勝久委員長 挙手多数。 

  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

  暫時休憩いたします。おおむね 10分。 

          休  憩 午後 ３時３１分 

 



          再  開 午後 ３時４５分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎議案第１４号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 14号議案 平成22年度嵐山町国民健康保険特別

会計予算議定についての件を議題といたします。 

  既に本会議にて提案説明及び細部説明が終わっておりますので、直ち

に質疑に入ります。 

  質疑は一括して行います。 

  どうぞ。 

  長島委員。 

〇長島邦夫委員 ２点ほどお聞きします。 

  最初に、241ページの前期高齢者の交付金なのですが、ここに説明も書

いてあるのですが、前期高齢者 65歳から 74歳の加入率が全国平均12％

に対して、上回る場合に調整金として交付されるということなのですが、上

回ったものがこの金額だというふうに思うのですけれども、嵐山町は何％ぐ

らいなのかお聞きしたいと思います。 

  それと、次に 261ページなのですが、人間ドック等の委託料ということで

前も説明はいただいていますけれども、これは人間ドックと併診ドックの合

計の金額だというふうに思うのですが、人間ドックと脳ドックですよね。脳ドッ



クを受けると、脳ドックというか脳を受けると、これが併診ドックというような

感じになると思います。人間ドックのみの２つがあるわけなのですけれども、

特定健診なんかで脳以外のところというのは既に済んでいる方もいるわけ

ですよね。そして、非常に人数的に併診ドックの場合は少ないので、脳ドック

のみというようなのはやっていないわけですよね。それで、そのやらない理

由というのをちょっとお聞きしたいなというふうに思います。２点だけお願いし

ます。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 お答えをさせていただきます。 

  まず、241ページの前期高齢者交付金でございます。嵐山町のパーセン

ト、どのぐらいかということで 22年２月現在で 35.0％でございます。 

  続きまして、261ページの人間ドック関係の健診委託料。これ人間ドック

等委託料というふうに載せさせていただいておりますが、この内訳につきま

しては議員さんのご質問にございましたように人間ドック、これを270名分と

いう形で本年度は見積もっております。それから、併診ドック、人間ドックと

脳ドック、こちらのほうが 40人分を見積もっております。 

  そのほかに住民健診に相当するもので、胃がん検診、子宮がん検診、

肺がん検診、大腸がん検診、それから乳がん、申し上げましたが、乳がん

検診ですね、それから骨密度、それの集団と個別分。こういったものもこの

委託料の中には含まれております。そういったことでご理解いただきたいと



思います。 

  それから、特定健診と人間ドック、それから脳ドックの関係なのですけれ

ども、基本的に人間ドックを受けていただいた方については特定健診は受

けないという形になっておりまして、特定健診を受けていただいた方は逆に

言うと人間ドックは受けないというような形で、重複をしないような形でご案

内をさせていただいております。 

  それから、脳ドックだけ単独で設けない理由ということでよろしいでしょう

か。基本的には脳ドックだけで設けることもできるのですけれども、今回この

人間ドックを対象者をふやさせていただきました。これを検討する中でもあっ

たのですけれども、基本的に脳ドックというものに関しては、いわゆる補助

対象というものはございません。脳ドック部分については町の単独事業で実

施をしているものでございます。 

  今回人間ドックをふやさせていただいた理由の一つには、人間ドックを受

けていただいている方の中で、非常に特定健診をなかなか受けていただけ

ない40代なり50代なりの若い方たち、そういった方たちが特定健診はなか

なか受けていただけないのだけれども、人間ドックについてはかなりの人数

が受けていただいているというような事情もございます。 

  ですから、特定健診を国保としては推進をしていくという基本的な立場は

変わりませんが、若い年齢の皆様方にあっては、どちらかというと人間ドック

を受けるという希望が大きいだろうということで人間ドックのほうをふやさせ



ていただいた。それとともに、脳ドックについては一応３年に１回という一応

の基準の回数を設けさせていただいているのですけれども、この特定健診

との兼ね合いも含めまして、人間ドックと脳ドックに関しては併診という形で

あわせて受けていただきたいというのが脳ドック単独で設けていない理由で

ございます。 

  以上でございます。 

〇河井勝久委員長 長島委員。 

〇長島邦夫委員 その人間ドックの関係だけお聞きしますが、非常に希望

者が多いということで今年はふやしていただいたというふうに思います。な

かなか１カ所だけ、人間ドックというのは１カ所だけではなくて数カ所も診て

いただくから、若い人で、いつも私は元気だというふうな方が、逆に高齢者

の方より診ていただいたほうが私もベストだと思います。 

  ただ、今言ったように、ほかのところはふだん見ていただいていないのだ

けれども、脳ドックというのはもうこんなに自覚症状ないですよ。ほかのとこ

ろも自覚症状ないのですが、そういう方も、私も何で脳だけやってくれないの

かなという話を聞いたものですから、私も不思議に思ったものですからお聞

きしたことですけれども、方針であれば、私の気持ちとするとそっちのほう別

につくっていただければありがたいのですけれども、町の方針でやっている

のであれば、細かいところもわかるわけではないですから、それで結構とい

うふうに思います。ありがとうございました。 



〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  柳委員。 

〇柳 勝次委員 １点だけお尋ねいたします。 

  今の人間ドックの件なのですけれども、昨年 60人近くがキャンセル待ち

になったというようなお話も聞きました。そういった関係もあってふえたのか

なというふうな、ふやしていただいたのかなということも考えられるわけです

けれども、ただその中で、私が聞いた答弁の中で、財政の問題もあるので、

今１万 5,000円の負担なのですけれども、個人負担をふやしてでも検討し

ていきたいというような答弁をいただいたのですけれども、個人負担は１万

5,000円で変わりはないのかどうかということをお聞きいたします。もし説

明してあったら私の聞き漏らしなので、再度お願いいたします。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 お答えをさせていただきます。 

  人間ドックにつきましては、今議員さんご質問のとおり、当初予算の説明

の中では金額については申し上げておりませんが、町の負担分の見直しも

含めて人間ドックについては計上をさせていただいたということでご説明をさ

せていただきました。 

  今回人間ドックにつきましては、改めましてさまざまな角度からもう一度

検証をさせていただきました。それは、まず本町の一つの特徴がございまし



て、人間ドックについて非常に町民からの要望が高いということでございま

す。ほかの町村、例えば近隣の小川町でありますとか吉見町、川島町、そう

いった、滑川町等々も比較いたしますと、ほかの町村ではなかなか人間ドッ

クの希望者が本町のようには多くはないということなのですね。逆に定数制

限をしなくても 150人とか、あるいはそれを下回るような人数でございます。

本町のように定員を上回るような人数で希望があるというのは、内容的には

町内に非常に人間ドックを受けられる医療機関が身近にまずあるということ

でございます。町内に２医療機関、それから松山の医師会、そして赤十字。

小川の赤十字ですね。そういった形で、本町ではその委託契約機関が多い

ということも一つあるのかと思います。それで、あと財政的な負担面も検討

いたしました。そういった中では、一番町が負担をしている額で低いところに

ついては１万 5,000円、本町は 21年度までは２万 1,700円。委員さんご

指摘の自己負担額は１万5,000円、あるいは１万4,000円、日赤がちょっ

と安くて、1,000円ほど安いのです。ですから、全体、委託額は３万 5,700

円か３万6,700円なのですが、そのうちの２万 1,700円分を町が負担をし

ているというのが今まででございます。 

  そういった中で、負担額も調査をいたしましたところが、一番町の負担額

の少ないところで１万5,000円、一番多いところで２万5,000円、本町が２

万 1,700円というのがこの比企郡内の状況でございます。 

  ただ、２万 5,000円の負担をしているところについては人間ドックと脳ド



ック、いわゆる併診ドックですね、こちらについても同額なのですね。２万

5,000円というのは両方変わらない額というふうな形になっておりまして、

そういった財政的なところも今回見直しをいたしまして、人数的には要望に

こたえてふやしていこう。ただし、その当然のことながらその町のいわゆる財

政的な面から含めても適正な価額。ある程度個人負担をお願いするという

ことはやむを得ないのではないかということで、国保の運営協議会等でもお

話をさせていただきながら、1,700円だけ個人負担をふやさせていただい

て、町の負担額については２万 1,700円から２万円に減額をさせていただ

いたということでございます。よろしくお願いいたします。 

〇河井勝久委員長 柳委員。 

〇柳 勝次委員 もう少しわかりやすく聞きますと、要は町の負担が減った

から、その分を個人負担で補っていただきたいと、そういうことでよろしいの

でしょうか。その 1,700円ですか。ですから１万 5,000円が１万 6,700円

になったという考え方でよろしいのかどうかお尋ねいたします。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 そのとおりでございます。 

〇柳 勝次委員 わかりました。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  川口委員。 



〇川口浩史委員 今度の医療給付費を、250ページに、250、251に載っ

ていますが、一般が約１億円ふえるというふうに見ているわけですね。昨年

も同じぐらい、１億円ぐらいふえると見ていたわけですよね。昨年は国からの

補助がふえている割合ですね、額ですね。4,344万ふえるというふうに見

ていたわけですよね。それが今回は 168万 4,000円にとどまっているとい

う、医療費は大きな伸びをしているにもかかわらず、どうして国の補助がそ

れに伴ってふえていないのか。何か大きな改正があったのか伺いたいと思

います。 

  それと、238、239、今の質問、238、239、国からの補助金です。 

  それから、その下に財政調整交付金、これが減っているのですけれども、

嵐山町は財政力がある町だというふうにこれだと見えるのですが、減った理

由を伺いたいと思います。 

  それから、人間ドックで何か聞こうと思った。ほとんど聞かれたので、そ

の人間ドックの関係ですが、261なのですが、個人負担がふえて、そうした

ために委託料が全体の枠ふえているのに減っているのは、個人負担を若干

ふやしたから委託料が減ったということでよろしいのでしょうか。ちょっとその

計算が合うのかどうかがわからなかった。 

  それと、その下の保養所なのですが、昨年から 30だったかな、３万円だ

ったか、ふえているのですけれども、これ、この要望にこたえるためにこれふ

やしたのか、伺いたいと思います。 



  以上です。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 それでは、お答えをさせていただきます。 

  まず、238ページ、239ページの療養給付費の負担金ですね。国庫負

担金ということでよろしいでしょうか。 

〇川口浩史委員 はい。 

〇中嶋秀雄町民課長 議員さんご質問のとおり、まず、一般の療養の給付

費、こちらのほうが、ちょっと待ってください。251ページの一般被保険者の

療養給付費、こちらのほうが当初予算比で申し上げますと約１億円ふえて

いると。にもかかわらず国庫負担が減っているということですね、当初予算。

こちらの理由なのですけれども、まず歳出のほうで一般のほうのいわゆる

療養給付費がふえている。こちらについては当初予算比ですと約 11.4％

ふえているわけなのですが、議員さんのお話がありましたように最終予算で

12月で補正をさせていただいておりまして、それが９億 5,916万 5,000

円という金額で、それとの比較でいきますと 6.3％の伸びと。要するに 21

年度から 22年度につきましては 6.3％の伸びで予算計上を歳出はさせて

いただいているというのが歳出上でございます。 

  そして、療養給付費分なのですが、実は確かに療養給付費としては伸び

ておるのですが、これいろいろの計算式がございまして、その中で特に大き

くマイナスの要因となっておりますのが前期高齢者の交付金でございます。



この前期高齢者の交付金につきましても、先ほどのちょっとご質問の中でパ

ーセントのご質問がございましたが、今回の予算を見ていただきますと約１

億円、前期高齢者の交付金がです。これページで言いますと 240、241ペ

ージなのですが、前期高齢者の交付金、真ん中の５款が昨年の当初が３億

2,000万でした。今年の当初、22年度の予算では４億 2,100万ということ

で約１億円ふえております。この分が国の負担分、国庫負担分から差し引

かれる形になります。ですから、保険給付費のほうではふえているのですが、

差し引かれる額も前期高齢者の額が差し引かれるということで、総体的に

はプラス・マイナス・ゼロというような形になっておりまして、そのほかにも幾

つかの計算要因がございまして、計算上は若干、昨年度の当初からは減る

というような形の計算になっているということでございます。 

  それから、続きまして財政調整交付金、こちらも 238、239ページのほう

なのですけれども、こちらも確かに財政調整交付金では当初予算比でいき

ますと本年 22年度が 6,641万 2,000円、そして前年当初が 7,255万

2,000円というような予算でございました。こちらについてもこの計算式の

内容については、いろいろとこれも計算の内容が非常に難しくて説明がしづ

らいのですが、基本的には医療費だとか後期高齢者の支援金、それから介

護納付金がいわゆる重要であります。それから、公費負担相当分を控除し

た額のものが財政需要額として認められまして、さらに調整対象、今度は収

入額として医療費に対応した市町村が確保すべき保険料額、あるいはこち



らのほうも前期高齢者の交付金だとか、そういったいろいろの要素が収入

額として差し引かれます。実際には 6,641万 2,000円を計上させていた

だいておりますが、本年度も実は当初予算では 7,255万 2,000円という

形で載せさせていただいておりますが、当初補正では間に合わなかったの

ですが、今回相当に財政調整交付金のほうが 21年度も大幅にこう減ってく

るような形になっております。ですから、この予算額からは決算においては

もう少し低い額の決算が出てくるというような形になるのではないかなという

ふうに思っております。それから比べますとこの 22年度は若干は伸びてい

るような形の計算になっているということでございまして、なかなかうまい説

明ができないのですけれども、実際は財政調整交付金、国の予算の範囲内

で交付されるという事情もございまして、なかなか思ったように、本来ですと

医療費に応じて伸びていただきたいのですけれども、なかなかその額が来

ないというのが実態でございます。大変申しわけないのですが、その辺の説

明でご理解をいただければというふうに思っております。 

  続きまして、人間ドックの関係でございます。人間ドックにつきましては

261ページでございますが、こちら人間ドック等委託料ということで、先ほど

ちょっとご説明申し上げましたが、1,053万 7,000円を計上させていただ

いておりますが、この中には住民健診に相当するようながん検診、こちらも

含まれている。そちらの増減、要するに人数の増減ですね。そういったもの

もあるので、そちらの要素もあるということがまず１つございます。それから、



人間ドックと併診ドックに限らせてお話をさせていただきますと、先ほど申し

上げました、柳議員さんのご質問にもございましたように、まず人間ドックに

つきましては人数はふえております。昨年度が 200名で予定をしておりまし

たのを今回は 270 ということで積算をさせていただいておりますので、人間

ドック部分に関して言えば昨年度の予算 200人分の２万 1,700円、こちら

が 434万円でございました。それに対して 270人で 22年度は２万円という

ことで積算しておりまして、これが 540万円、約 100万円ほど人間ドックに

関してはふえている。併診ドックにつきましては、昨年度は 50人の３万

8,200円という形で予算計上させていただいておりまして 191万円。22年

度につきましては、こちらもちょっと額については見直しをさせていただきま

して 40人、まず 10人人数が減っている。そして、３万 6,000円、こちらに

ついては 2,200円の減という形で計算をさせていただいておりまして 144

万円でございます。両方の当初予算比でいきますと約 50万円ほど人間ドッ

クと併診ドックではふえているという計算になります。ただ、そのほかの住民

健診、いわゆるがん検診の分、そちらのほうの人数の変動があるので、予

算のこの委託料としては本年度が 1,053万 7,000円で昨年度が 1,065

万 1,000円で若干減っているというような形になっているものでございます。 

  保養所に関しては、ちょっと副課長のほうから説明させていただきます。 

〇河井勝久委員長 山下副課長。 

〇山下次男町民課保険・年金担当副課長 それでは、保養所の関係につき



ましてお答えさせていただきます。 

  こちらの増になったのは要望によるものかというようなご質問かと思いま

すけれども、21年度の予算につきましては 250名ほどの予算をとらさせて

いただきました。実際、21年度の助成金を対象者が 251名ほど実際おりま

した。というようなことでございまして、来年度につきましては若干の増を見

させていただきまして、260人ほどの予算を計上させていただきまして３万

円の増というふうになっているものでございます。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 川口委員。 

〇川口浩史委員 医療費がこういうふうに伸びてきていますと、やっぱりちょ

っと伸びてきている中で国庫からの補助金、負担金が余り多くなってきてい

ないということになると、国保会計がどうなるのだろうなということでちょっと

心配だったのですけれども、前期高齢者からの分が入ってくるから、その分

いったから、その国庫の負担金のこの分は問題ないと。ただ、財政調整交

付金は若干交付しているような話であったと思うのです。 

  国保会計が当面は今の保険税で維持できるのかどうか、ちょっと確認し

ておきたいと思います。 

  それと、この医療費の伸びを多く見ているというのは、昨年、新型インフ

ルエンザが流行するような中でふえてきているという、聞きませんですか。

いいですか。あったかと思うのですが、そういう特定の病気を今回も見てい



るのかどうか。何かそういうのがあるのかどうか伺いたいと思います。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 それでは、お答えさせていただきます。 

  まず、国保財政の関係でございます。国保財政につきましては、議員さ

んのほうからも今、非常に厳しいのではないかと、その辺は大丈夫かという

ようなお話がございました。全くそのとおりでございまして、本当に今回の当

初予算を作成するに当たりましては、12月の議会だったでしょうか、そのと

きにもちょっとお話をさせていただいたかもしれませんが、町長のほうから、

国保財政については非常に厳しい状況にあるということで町長のほうからも

お話をいただきましたとおり、国保の運営協議会を今年は 11月にも開かせ

ていただきまして、財政について報告をさせていただきました。 

  医療費の伸び、こちらのほうはいみじくも先ほどのお話にございましたよ

うにいわゆる高齢化、こちらのほうが進んでいるということもございまして、

構造的にふえている。これは、恐らく今後減っていくというような見通しはど

うしてもこれは立てられないという状況でございます。その中で国保税を今

大体近隣市町村、この郡内においては大体同じような水準にございますが、

どこも厳しい状況でございます。本町にあっても全く同じ状況でございまして、

今年の今年度の予算につきましても、いわゆる準備基金、こちらのほうをこ

の予算の中でも 2,600万円取り崩しをさせていただいております。基金に

つきましても残高はもう端数の 80万円程度、この取り崩しを行いますと 80



万円程度になります。 

  医療費の伸びにつきましても、実質今現在、21年度見込んでおりますと

20年度からの伸びが約、今ちょっと落ちついておりますので 10％をちょっと

切るぐらいからというふうな見込みでございます。その中で 22年度予算に

ついては最終予算からいきますと、先ほど申し上げましたけれども、6.3％

の増で医療費を見込んでおります。 

  以上のようなことを考えますと、非常にぎりぎりで 22年度当初予算を編

成させていただいているというふうに認識しております。今後の税の改正に

ついては慎重に、十分慎重に考えて、そして早い段階からその辺をどうする

かということを 22年度は検討していかなければならないだろうという認識で

ございます。 

  失礼しました。もう一つ、医療費の見込みについて、新型インフルエンザ

等の特定の疾患を見て、この医療費を見込んでいるかというご質問でござ

いました。特定の疾患ということで見て見込んでいるということではございま

せん。従来の伸び、そういったものを勘案しながら見込んでおります。また、

幸いに、先ほどもちょっと申し上げましたように、この１月分が、１月分の請

求が参りまして、そこのところでは医療費も若干落ちついておりますので、

新型インフルエンザ等の影響はここのところはないのかなというふうに考え

ております。 

  以上でございます。 



〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  清水委員。 

〇清水正之委員 まず最初に、資格証明書と短期保険証の、直近でいいで

す、発行状況をお聞かせ願いたいと思います。 

  それから、保険証の交付については９月ごろになると思うのですが、そ

れととめてある保険証、未交付というか、とめてある保険証はどのくらいにな

っているか。 

  今回の保険証の発行については、今年についてはどういうふうな方法で

行うのか。また、その発行の対象者がどういうふうにするのかお聞きしたい

と思います。 

  それから、短期保険証については、昨年、中学生以下は無条件で交付

するというふうになったと思うのですが、今回４月から高校生が６カ月の短

期保険証を無条件で交付するというふうになると思うのですけれども、その

辺の決定についてはどう考えているかお聞きしたいと思います。 

  それから、保険料の関係なのですけれども、今回失業者というか、非自

発的失業者というか、倒産の場合の失業者ですね。その場合に算定基準が

30％減になるというふうになっているかと思うのですけれども、その適用に

ついてまずお聞きをしておきたいというふうに思います。 

  それから、237ページなのですが、新規分ですけれども、今回共済健保

が引き上がりました。「協会けんぽ」ですね、政府管掌保険の健保ですね。



埼玉県では 8.17から 9.30に引き上がったというふうになると思うのです

が、この支援金分がどういうふうに、この保険料の引き上げによってどういう

ふうに推移をしてくるのかお聞きをしたいというふうに思います。 

  それから、この滞納分については、なぜこう発生するのかよくわからない

のですが、支援金分の滞納分と違うか、そうですね。支援金分の滞納分と

いうのはどうして発生するのかなというのがよく理解できないのですが、そ

れについてお聞きしておきたいというふうに思います。 

  それから、医療費なのですが、県平均からすると非常に嵐山の医療費、

１件当たりが高いのですが、この要因というものは何なのでしょうか。お聞き

をしたいと思います。 

〇河井勝久委員長 中西税務課長。 

〇中西敏雄税務課長 それでは、非自発的失業者の国民健康保険税の軽

減措置についてお答えします。 

  この軽減措置については、現国会に提出している地方税法の改正法の

公布後ということで、恐らく３月 31日が公布日になると思います。それで、

詳細についてはまだ示されておりませんが、現時点の状況をお話しします。 

  この軽減措置は、リストラなどで職を失った失業者が在職中と同程度の

保険料負担で医療保険に加入できるよう国民健康保険税の負担軽減策を

講じるものです。施行は平成 22年４月１日からとなっております。 

  対象者ですが、雇用保険の特定受給資格者、これは倒産・解雇等の事



業主都合により離職した者、それと雇用保険の特定理由離職者、これは雇

用期間満了などにより離職した者。 

  次は、軽減期間ですけれども、離職日の翌日から離職日の属する年の

翌年度末まで。 

  保険税の算定ですけれども、非自発的失業者の前年所得の給与所得を

100分の 30 として算定します。ただし、世帯に属するその他の被保険者の

所得は通常の額を用います。 

  次に、この影響で保険税の減収に対する措置ですけれども、これは特別

調整交付金等で補てんされます。 

  周知方法ですけれども、広報及び国民健康保険の加入手続時における

申請勧奨、これは厚生労働省からリーフレットのひな形が送付される予定と

なっております。 

  また、ハローワークにおける雇用保険受給説明会などで対象者となり得

る方に対してリーフレットを配布し、市町村への申請勧奨を行うという形にな

っております。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 それでは、お答えさせていただきます。 

  まず、資格証、それから短期証の直近の数ということでお答えさせてい

ただきます。 



  資格証明書の世帯につきましては、これは 22年３月現在ということで、

今現在 11世帯でございます。それから、短期証の交付世帯、こちらにつき

ましては 166世帯、そのうちまだとりに来られない世帯、こちらが 73世帯ご

ざいます。 

  それから、続きまして資格証、それから短期証の発行の要件ということで

ございますが、まず短期証につきましては過年度分、要するに滞納１年以

上の世帯、滞納が１年以上ある世帯、その世帯について一応短期証を発行

しているということは基本としております。 

  それから、資格証明書については、以前ちょっとお答えをさせていただき

ましたが、基本的には短期証の交付を何回か繰り返し、それでも納税相談

あるいはそういったものに応じていただけないという方について資格証を発

行しているという基本的な考え方でございます。 

  基本的に資格証にしていく、発行するということは、本当に相談に応じて

いただけない、そういったケースに限らせていただいて、短期証の交付等を

通じながら納税相談等を繰り返しながらご理解をいただくということで基本

的には考えております。 

  それから、続きまして、高校生の短期証の発行の関係でございます。ま

だこちらのほうには正式には来ておりませんが、国民健康保険法等の一部

を改正する法律（案）というのが本国会に提出をされているという情報が入

っておりまして、その中で保険料滞納世帯の高校生世代のいる世帯、その



方については、一応 22年の７月１日から高校生世帯にあっても、短期証を

発行する世帯であっても６カ月という短期証を交付をしているというような方

針が出されているということで承知をいたしておりまして、その関係につきま

してはこれが整備をされまして、国の施策として決定をし、法制化されれば、

当然のことながら本町においてもそれに基づいてやっていくというように考

えております。 

  なお、現在高校生以下の世帯で短期証等の対象になっている世帯はご

ざいますが、保険証が行っていないという世帯はございません。 

  続きまして、236、237ページの後期高齢者の支援金と、支援分、こちら

のほうの滞納分があるということはどういうことかということなのですが、実

は国保税の中にはいわゆる医療給付分と後期高齢者支援分と介護納付金

分、こちらについて一括で保険税として納入をいただいております。その区

分分けをこのような形でこの説明上は節上させていただいているのですが、

基本的にはこの現年度分と過年度分、この３つずつをそれぞれ一括で国保

税としていただいているということで、節上分けているというふうにご理解を

いただければというふうに考えております。 

  それから、最後に、医療費が県平均よりも本町が高いという中で、その

理由はということでございました。こちらについてはなかなか分析をするとこ

ろが難しいのですが、１つの事例といたしまして、今回実は保険財政の基盤

強化、共同事業交付金、こういったものをいただいているのですが、その中



でちょっと分析をしてみたのが、どのぐらい、どの世代、今回 21年度の療養

給付費、どこの部分が一番伸びているかということでちょっと分析をして、３

カ月ほどなのですが、分析をしてみました。そうしますと、いわゆる高額の

80万円以上の部分というのは、それほど 20年度から 21年度について、

額としてはそれほど伸びていない。では、一番伸びている部分はどこかとい

いますと、30万円から 80万円までの部分。実はこの部分というのがほとん

ど入院の医療費ですね。この辺の入院を１件当たりの医療費を見ていくと大

体 30万から 80万ぐらいの医療費相当部分に該当してくる。その部分が伸

びている。そして、入院日数がやはり 20から 21にかけて若干２～３日伸び

ている。ですから、この辺の部分が嵐山町ではある程度県平均よりも上回っ

ている部分になっているのかなというふうに考えております。 

  以上でございます。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 社会保険の政府管掌保険の保険料が上がっている部分、

支援金についてはどういうふうに利用するのか。もう一回言いましょうか。い

いですか。 

〇河井勝久委員長 では、もう一度言ってください。 

〇清水正之委員 今、協会けんぽというふうになりましたけれども、昔の政

府管掌保険の保険料が引き上げがあったのですね。いずれにしてもそこか

らの支援金分というのが出ていると思うのですが、介護保険の支援金分、



後期高齢者の支援金。保険料の引き上げに伴って国保に来る支援金分の

影響というのは出てくるのでしょうか。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 国保に来るいわゆる後期高齢者の支援金分につき

ましては、ちょっと理解が違っていたら大変申しわけございません。 

  国保会計自体も後期高齢者の支援金として広域連合のほうへ納めるわ

けでございます。そして、後期高齢者の支援金につきましては支援金分とし

て町は税をいただいて、それを支援金として拠出するというような形になっ

ているわけでございます。ですから、いわゆる従来の政府管掌保険、こちら

のほうの後期高齢者の支援金分が引き上がったことが、いわゆる国保会計

で持つ後期高齢者の拠出金分と、そちらのほうに反映してくるかというと、そ

れは反映するということではないのではないかなというふうにちょっと思って

いるのですけれども。はい。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 資格証明書が 11世帯、それから短期保険証が 166世

帯というのは随分多いなという感じがするのですね。そういう面では、実はさ

きの国会の中で悪質滞納者というのはそれほどいないのだと。基本的には、

その悪質滞納者については短期保険証と、あるいは資格証明書と、特に資

格証明書という形になるのは仕方がないと。ただ、では果たしてその部分が

全国的に言って悪質滞納者かどうかというのは、非常に悪質滞納者の規定



というのは難しいとは思うのですが、そういう状況の人というのはそれほど

いないのではないかというのが国会で論議になって、悪質滞納者以外はも

う短期保険証を、少なくとも短期保険証を交付するという論議がさきの国会

の中であったのですね。そういう面からすると、この資格証明書 11世帯とい

うのは、果たして悪質滞納者になり得るのか。特に保険料が払えないからと

いうことで資格証明書を発行するということは、医療機関の窓口で 10割の

保険料を払わざるを得ないと。そういう状況の人たちが果たして医者にかか

れるのかということになると思うのですね。そのこと自体がいずれ申請すれ

ば保険料、窓口の医療費は返ってくるとは言いながら、ではそういう人たち

が果たして病気になったからといって 10割の保険料、診療報酬を医者の窓

口で 10割払って受けられるかといったら受けられないと。その定義をきちっ

とするということで、悪質滞納者以外は短期保険証を交付するという答弁を

引き出しているのですね。 

  そういう面からすると、この資格証明書の発行というのは町そのものは

やめていくという方向はとれないものかどうかお聞きをしておきたいというふ

うに思いますね。短期保険証も多分３カ月、６カ月という短期保険証になると

は思うのですが、さいたま市なんかは随分この部分も緩和されてきているの

ですね。そういう面では、やはりこういう人たちについても資格証明書の要

件と同じような形をきちっとやっぱりとっていくべきではないかと。やはりこの

短期保険証についても、これほど多く短期保険証を発行するということは保



険料そのものが、町の保険料が高くなってきているのではないかというふう

に思うのですよ。やっぱり 166世帯というのは随分多いなという感じをする

のですけれども、その辺の考え方をお聞きをしておきたいというふうに思い

ます。 

  それから、同時に、保険料の問題でいえば支援金分の滞納分というのは、

これは特別徴収分といって、国民健康保険料と一緒に納める人たちが滞納

になっているということなのだと思うのですよ。そういう面からすれば、やはり

保険料そのものが、町の保険料そのものがこういう形であらわれてきている

のではないかというふうに思うのですが、考え方を聞いておきたいというふう

に思います。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 清水議員さんのご質問の内容については、私のほう

も理解ができるところだと思っております。ただ、まずそもそもこの国民健康

保険という、これは保険制度であるということがまず一つございます。保険

制度である限りは、基盤になっているものは保険料、それぞれの保険料を

出し合ってその医療保険というのは成立しているものだということで、これは

全くすべて、例えば公費負担でやっている保険制度ではないというもともと

のまず根本があると。ここのところはどうしてもこの医療制度の問題としては、

この国民健康保険の性格上これはあるのだと。そして、その保険料を公平

に負担するということについても、当然のことながらこの制度を守っていくた



めには必要なことであるということも認識しております。 

  そういった中で、まずその短期証なり資格証明書なりの発行ということに

ついては、２つの点が実際事務を担当しておりますとあるのではないか。１

つは公平負担、それを守るのだということ、それからもう一つは、今清水議

員さんがおっしゃられますように、要は個々の実態をやはり把握すること、こ

れも非常に大事なことではないかと。そして、短期証をやはり交付する中に

は、先ほど申し上げましたように、ただ一方的に短期証を交付するからとり

に来いということだけをやっているわけではございませんで、当然のことな

がらこちらから訪問をして、そして実態を調査させていただいたり、お話をさ

せていただいたり、そういう中で努力をいたしておるということもご理解をい

ただければというふうに思います。 

  それから、もう一つは、例えば資格証明書の発行の中で、納税相談とい

うのは何も納めろ、納めろということを言っているだけではなくて、逆にはっ

きり言って今の生活実態が非常に困難であれば、それを納税相談の中では、

今まではこれだけ納めていたのだけれども、今は生活自体がこうだと。そう

いう中では、少し月々の額を少し減らすとかそういった相談をしておりますし、

また清水議員さんのほうからも昨年度ご提案をいただきました減免制度で

すとか、窓口のいわゆる負担、一部負担の減免制度だとか、そういったもの

も、そういった納税相談の中で実態に合わせて、町のほうからもお知らせを

したりという個々のその対応をするためにも、やはりこういった制度というの



は、今のところは必要なのではないかというふうに考えております。 

〇河井勝久委員長 はい。 

〇清水正之委員 さっきの答弁漏れで。 

〇河井勝久委員長 中西税務課長。 

〇中西敏雄税務課長 はい。それでは、後期高齢者の支援分の滞納です

けれども、これは特別徴収は滞納がありません。普通徴収のみです。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 いいですか。 

〇清水正之委員 さっきの社会保険云々は一番最初に質問しているのだか

ら答弁漏れをやっていないですよ。まだ３回。 

〇河井勝久委員長 はい。 

  では、清水委員。 

〇清水正之委員 そういう面では、国民健康保険そのものの話からしないと

ならないかなというふうに思うのですね。確かに国民健康保険そのものは社

会保険ができて国民皆年金という中から保険のない人たちに保険を与えよ

うという形でできたのが国民健康保険ですよね。だから、そういう点では一

番収入の少ない部分が国民健康保険に集中されているということですよ。

では、国保会計がなぜこんなに大変になったのかといったら、これは国の補

助金が減らされたからなのですよ。そこに一番大きな原因がある。今までは、

前は医療費総額に対して 45％を交付するというものを診療報酬に変えてし



まったからなのですよ。だから、国の補助金が減ってきている。そこに一番

国保会計が大変な部分があるのですよ。今言ったように、それはもう国の責

任は責任だと思います。その部分をきちっともとの総医療費に対する補助

金にしなければ、町の国保会計というのはどんどん苦しくなりますよ。その

部分は、そういうことで町の国民健康保険が苦しくなってきているということ

なのですから、それはもう今の民主党政権に直してもらうしかないのだけれ

ども、そういう中の一番末端の収入の少ない部分の人たちなのだから、その

部分は町が手当てをせざるを得ないというふうに思うのですね。そういう面

からすれば、安心してかかれるという状況を町はつくるべきだというふうに思

うのです。そういう点では資格証を、少なくとも資格証明書の発行というのは

町はやめるべきだというふうに思うのですが、考え方をお聞きしておきたい

というふうに思います。 

〇河井勝久委員長 岩澤町長。 

〇岩澤 勝町長 お答えさせていただきます。 

  今、委員さんおっしゃるように事情、状況というのよくわかるのですね。大

変厳しい状況下にあるというのはよくわかります。そして、現状でも、きょうも

けさも税務課長のところに話しに行って説明聞いたのですが、国保の収納

率が大変悪いのです。それで、そういうような中で、前年度に比べて悪い。

そういう中で、今課長から説明をしたように、いずれにしてもこの制度を現状

では維持をしていかなければいけないわけでありまして、それにはどうする



かという最低限度やっているのが今の状況だと思うのです。そういう中で資

格証ですとかいう話があるわけですけれども、その発行の状況についても

いろんな条件の中でやむを得ず発行している部分でありまして、それを全部

なくすということが果たしてこの制度を持続可能な制度として維持していける

かどうかということにもなると思いますので、やはり最低限度のところだけは

押さえながら、そして税の滞納をしている方にはよく説明をして、それでご協

力をいただくと。 

  それから、ぜひこれをご理解いただきたいのですが、今も説明の中にあ

りましたけれども、何千円払わなければいけないということだけれども、今月

は、では例えば1,000円払っていただくとかいうようなことだとか、今月はち

ょっと無理だから来月はでは払いますよとかいうような相談をしながらご協

力をいただいているのが現状でございますので、ぜひそこのところをご理解

いただきたい。何でかんでこういう決まりだから幾らだとかというのではなく

て、相談というのについては、今月はそういう状況ならしようがないでしょうと、

ぜひ来月はまたご協力をしていただきたいというようなことでお願いをしたり

説明をしたり、ご協力をお願いする状況でございますので、もう最低限度の

ところは守らせていただきたいということでございますので、ご理解いただき

たいと思います。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

          〔「なし」と言う人あり〕 



〇河井勝久委員長 総括質疑は出ておりませんので、質疑を終結いたしま

す。 

  討論を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第14号議案 平成22年度嵐山町国民健康保険特別会計予算

議定についての件を採決いたします。 

  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇河井勝久委員長 挙手多数。 

  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

  暫時休憩いたします。おおむね 10分。 

          休  憩 午後 ４時４９分 

 

          再  開 午後 ５時００分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎議案第１５号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 15号議案 平成22年度嵐山町老人保健特別会計

予算議定についての件を議題といたします。 



  既に本会議にて提案説明及び細部説明が終わっておりますので、直ち

に質疑に入ります。 

  質疑は一括して行います。 

  どうぞ。 

  清水委員。 

〇清水正之委員 埼玉県は全国的には後期高齢者…… 

          〔「老人保健」と言う人あり〕 

〇清水正之委員 老人保健。ごめん。 

          〔「どうもおかしいと思った」と言う人あり〕 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 総括質疑もございません。 

  質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第15号議案 平成22年度嵐山町老人保健特別会計予算議定

についての件を採決いたします。 

  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手全員〕 

〇河井勝久委員長 挙手全員。 



  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

  暫時休憩いたします。 

          休  憩 午後 ５時０３分 

 

          再  開 午後 ５時０３分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎議案第１６号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 16号議案 平成22年度嵐山町後期高齢者医療特

別会計予算議定についての件を議題といたします。 

  既に本会議にて提案説明及び細部説明が終わっておりますので、直ち

に質疑に入ります。 

  質疑は一括して行います。 

  どうぞ。 

  清水委員。 

〇清水正之委員 埼玉県は引き下げを行いましたけれども、後期高齢者の

保険料、幾らになったのでしょうか。それが１つ。 

  後期高齢者の滞納分が出ていますけれども、広域連合では短期保険証

というか、保険証は無条件で交付するというふうになったと思います。そうい

う点では、後期高齢者のこの滞納者についての保険証の発行というのはど



ういうふうになっているでしょうか。 

  とりあえずその２点について、まずお聞きをしたいというふうに思います。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 それでは、お答えさせていただきます。 

  埼玉県の保険料の額でございます。一応 22、23年度につきまして２月

の 18日に広域の議会がございます。その中で決定した額が、まず均等割

額につきましては４万 300円、従来 20、21年度が４万 2,530円でござい

ましたので 2,230円の引き下げでございます。それから、所得割の率のほ

うが 7.75％、従来 7.96％でございましたので 0.21％の引き下げというよ

うに決定をしております。 

  それから、続きまして、短期証、資格証明書の関係でございますが、広

域連合につきましては資格証明書の発行に関する規定というのはございま

す。ただ、本町におきましては確かに滞納分はあるのですが、後期高齢者

の滞納分については、まず制度の理解というものが十分になされていない

面もあるというふうに私どもは思っておりまして、そういったこともそのいわ

ゆる滞納につながっているのではないかと。ですから、今現在の実際の状

況といたしますと滞納が例えば２期なり３期なりあった場合には、督促をい

きなりやるというよりも、電話あるいは訪問等によりまして、その制度につい

てご理解をいただくように。特に制度の理解で、ちょっと理解が得られない

かなというところは、後期高齢者というのは保険料の徴収に関しましては従



来、一番当初は特別徴収によるというふうになっておりました。それが口座

振替にもよることができるというふうに選択制になったわけでございますが、

中には年度の途中から入られる方だとか、そういった場合にはどうしても口

座振替がその当該年度ができなくて、次年度以降の口座振替というようなこ

ともありまして、普通徴収で当該年度を納めていただくとかそういったケース

もございます。そういった場合に納入通知書を送らせていただいても、それ

がうちは後期高齢者の保険料は特別徴収だろうということで、当然引かれて

いるのではないかというような誤解をされている方もいらっしゃる。そういっ

たケースも多々ございまして、後期高齢者の保険料の滞納については特別

にそういった、より以上説明等をさせていただきながら、そういった資格証明

の対象にならないように配慮させていただいているということで、本町にあっ

ては今現在対象になるような方はいらっしゃらないというふうに理解しており

ます。 

  以上でございます。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 今回の引き下げについては県の広域連合が、広域連合

の中の保険料の余剰金を取り崩して引き下げを行ったということであります。

その金額が 42億というふうに言われていますけれども、いずれにしてもこ

のままですと来年、再来年になるかな、少なくとも民主党の中では４年間は

このまま後期高齢者を続けていくということになりますから、今回たまたま余



剰金があったために埼玉県の場合は引き下げを行いましたけれども、多分、

広域連合の中にこの２年間で余剰金ができるということは考えにくいという

ふうに思うのですが、現在の取り崩し、わかる範囲でいいですよ。現在、そ

の余剰金を取り崩して保険料を下げたわけですけれども、県の広域連合の

中の余剰金の金額というのをもしわかったら教えてください。もしわからなけ

ればいいです。いずれにしても今の状況ですと多分それほどの余剰金があ

るとは思いませんけれども、理解を引き上げざるを得ないというふうになっ

てくると思うのですが、その辺の見通しがもしわかれば教えてもらいたいと

いうふうに思います。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 今議員さん、余剰金という形でご説明をいただいた

ところでございますが、実際今回の保険料の引き下げに関しましては、これ

は広域連合からの説明をさせていただきますと、まず１つは国の指示により

まして、平成 22年度及び 23年度の保険料の設定については保険料等の

剰余金を活用することによって、現行と比べ少なくとも保険料の引き上げに

ならないように努めることと、こういった指示に基づいて算定をしていくという

ことでございます。 

  こうした指示のもとに埼玉県の広域連合では、まず余剰金というご説明

がございました。平成 20年度の保険料の剰余金、それと平成 21年度、今

年度の剰余金、この両方を本来ですと保険給付費の支払い基金の積み立



てに充てると、そして将来の保険料の変動に対応するというのが当初の目

的でございましたが、これを取り崩すということでございまして、実際にはこ

の算定の基礎としては 20年度と 21年度の剰余金、いわゆる繰越金という

形になろうかと思うのですけれども、それが 89億円、これを 23、24年度の

保険料に充てるということで計算をして、この保険料率引き下げ額を算出し

たというふうに聞いております。 

  ただ、将来的な部分で、今の議員さんからも話がございましたように、そ

の後の剰余金というのはかなりこれをもう全部、いわゆる基金を取り崩して

というような形になっておりますので、廃止を前提に、廃止というか見直しを

ですね、廃止、見直しを前提に行っているというふうに承知をいたしていると

ころでございます。 

  以上でございます。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 もう一つ、65歳から 74歳の障害者の人たちが後期高齢

者ができた時点で後期高齢者に移行することができるというふうになってい

たと思います。埼玉県では１万人以上の人たちが移行しなかったというふう

に言われています。そういう面では、後期高齢者よりも国民健康保険を優先

をしたということになるのだと思います。嵐山町では移行した人が何人中何

人ぐらい移行したのでしょうか。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 



〇中嶋秀雄町民課長 大変申しわけございません。今その人数については

ちょっと資料として持っておりませんでお答えできないのですが、本町の対

応としてちょっとお答えをさせていただきたいと思うのですが、議員さんのお

っしゃるとおりで、そのどちらかを選択できるということで、この後期高齢者

制度ができたときに選択制になったわけです。それに対して本町では、その

該当される方に一応個別に通知を送られまして、こういった制度で要は選択

でどちらかにこうやって、要するに希望でやれますよという通知を行いまして

意向確認をしております。そういったことでどちらを選ぶかということについ

て説明をさせていただいた。実際、その後、何人というのはちょっと申し上げ

られないのですが、制度が始まりましてからも、実際私はこちらに移りたいと

いうような相談、あるいはどちらが有利なのだろうというような相談が来た場

合には、それぞれの制度のよい点、悪い点、それを説明させていただいて

ご本人に選択をしていただくような方針をとっております。 

  すみません。資料、ちょっとございましたので、今のちょっと数字がござい

ましたのでお答え申し上げます。 

  後期のほうに移られた方、この方たちが一応 82人いらっしゃいます。 

  以上でございます。 

〇清水正之委員 どのくらいの割合なのですか。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 すみません。ちょっと後期分しか持っていなくて、国



保分がちょっとわからないものですから、申しわけございません。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  川口委員。 

〇川口浩史委員 後期医療で医療費がどうなったか、これちょっと前にも、

決算だったかな、聞いたと思うのですが、そのときはつかんでいなかったと

いう答弁だったと思うのですけれども。これはわかっていないのでしょうか。

わかっていたら伺いたいと思います。 

  それと、これ説明あったのでしょうけれども、292ページ、293ページの

普通徴収の保険料がこれ下がっていると。これは人数がこの方たちが亡く

なったか、あるいは１万 5,000円を、月、超えて特別徴収のほうに移ったか

というふうになるのかなと思うのですが、亡くなる人数も当然いるでしょうけ

れども、それにしても 700万ですから、金額大きいなと思って、これだけの

移動があったのかと、あったのでしょうか。ちょっとその説明をいただきたい

と思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 中嶋町民課長。 

〇中嶋秀雄町民課長 まず、広域の医療費の関係なのですが、実際本町

分が 21年度、どのくらいかかっているというのが、まだこちらのほうには資

料として来ておりませんで、その部分がちょっとこの間、今議員さんのご質

問にもありましたように、これはどこの町村もはっきり申し上げて広域連合



のほうに要望をしているところなのですが、今システム上、個々の市町村の

ものが出せないと、ぱっとこういう数字で出せないということでございまして、

こちらについては何らかの改善をやるようにと。そして、当然のことながら市

町村分が幾らかかっているのか、その辺を明確に出してもらいたいというこ

とで要望しておりまして、広域連合のほうもそれに対応をするように今考え

ているというような答えでございます。そういったことで大変申しわけござい

ませんが、その分についてはお答えができないということでございます。 

  それから、もう一点、その普通徴収分が下がっていると、これについては

それだけ移動があったのかというご質問でございますが、実は 21年度当初、

組まさせていただいたときには、一応特別徴収を７割、そして普通徴収は３

割という案分で当初予算組まさせていただきました。22年度の予算につき

ましては、21年度の実績の特別徴収、普通徴収の割合で組まさせていただ

きまして、特別徴収分については77％、そして普通徴収分については23％

という割で、こちらについては実績で組まさせていただいておりますので、当

初予算の組み方の違いということでご理解をいただければというふうに思い

ます。 

  以上でございます。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 総括質疑は出ておりません。質疑を終結いたします。 



  討論を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第16号議案 平成22年度嵐山町後期高齢者医療特別会計予

算議定についての件を採決いたします。 

  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇河井勝久委員長 挙手多数。 

  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

  暫時休憩いたします。 

          休  憩 午後 ５時２０分 

 

          再  開 午後 ５時２２分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎議案第１７号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 17号議案 平成22年度嵐山町介護保険特別会計

予算議定についての件を議題といたします。 

  既に本会議にて提案説明及び細部説明が終わっておりますので、直ち

に質疑に入ります。 



  質疑は一括して行います。 

  どうぞ。 

  川口委員。 

〇川口浩史委員 入所待ちになっている現在の人数と、新年度はわからな

いけれども、その人数をちょっと伺いたいと思います。 

  それと、今回、334ページから、特定高齢者把握事業からずっと目の項

目がふえて、別に目でこう設けたわけですよね、今までやっていた事業。ち

ょっとこの目でやるようになった理由というのは何かあるのか、その辺を伺

いたいと思います。一体何のため。 

〇河井勝久委員長 では、答弁求めます。 

  岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 入所待ちの人数につきましては山岸副課長の

ほうから答弁させていただきます。 

  私のほうからは 334ページからの事業を分けた理由というふうなことで

ございますけれども、これまで実施してまいりました事業の中で参加率の低

い事業等がございましたのでここで見直しをさせていただきました。そして、

事業評価を取り入れてまいりまして、評価事業というものを加えさせていた

だきましたので、各事業ごとに予算を分けたほうがこれはわかりやすいだろ

うということで、今回からこのような形をとらせていただいたところでございま

す。 



  以上です。 

〇河井勝久委員長 山岸副課長。 

〇山岸堅護健康福祉課高齢福祉担当副課長 それでは、入所待ちの人数

ということで、このことについてお答えを申し上げます。 

  ９月の議会のときに決算の特別委員会で清水委員さんから入所待ちに

ついて同じようにご質問がありました。そのときに今現在県のほうで調査を

しているということでお答えをいたしました。その県の調査が結果が来ており

ますので、その結果を申し上げたいと思います。 

  調査基準日が 21年７月１日でございます。嵐山町の全体の入所を待っ

ている方、高齢者の方、人数につきましては 40人でございます。この前に

調査したのが平成 19年度でして、そのときの入所待ちの方の人数というの

が 50人でした。今回は７月１日現在で 40人となっております。 

  そして、その中で今すぐ入所したいとお答えになっている方、介護、要介

護度３から５の方ですけれども、介護度３から５の方で今すぐ入所したいと

いう回答があった方については９人でございます。19年度の調査ではその

人数が 34人でございました。ということで、今すぐ入所したいということで待

っていられる方の３から５の人数が９人ということでございます。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  清水委員。 



〇清水正之委員 利用がふえてきているのかなというふうに思うのですけ

れども、要するに施設、どの施設入所がふえてきているのでしょうか。認定

状況を見ると、そんなに要介護度の高い人についてはそれほど多くはない、

ふえている状況ではないのではないかなというふうに思うのですけれども、

利用としてどういう部分がふえてきているのでしょうか。同時に、これ国民健

康保険もそうなのですけれども、予防のための事業というのが非常に大事

になってくると思うのですけれども、今町が実施している予防のための事業

についてはどういう、参加者なんかはどういうふうな定義になっているのでし

ょうか。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 最初に、介護給付費の伸びの関係でございま

すけれども、居宅介護サービス給付費のほうも人数の増加に伴いまして若

干ずつではございますけれども、伸びてきてはおりますけれども、主な理由

といたしましては、施設介護サービス費、これがやはり大きな伸びを示して

おりまして、特にこの中の介護老人福祉施設、これがやはり昨年と比べまし

て大分増加をしているのが主なものでございます。 

  それから、介護予防事業の参加の定義ということです。参加していただく

方というのは、介護予防事業につきましては介護認定の要介護・要支援、そ

れから施設入所を除く 65歳以上の方を対象としておりまして、まずは各そ

の対象者の方にチェックリスト、調査表をお送りいたしまして、その中から該



当している方をピックアップするというような形でやっております。 

  その流れの中にお医者さんのほうに介護予防健診というのを受けてい

ただきまして、医療機関でもって、これは介護予防の事業をしたほうがいい

のではないかというような方がいらっしゃればそちらのほうに参加をしていた

だくというふうな流れになります。そして、一般のほうは特に制限はございま

せんので、特定高齢者の方も含めてどなたでも参加できるというふうな形に

なっております。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 清水委員。 

〇清水正之委員 施設介護がふえてきているというのは、具体的には家族

介護から施設介護に希望として移っているということなのでしょうか。同時に、

施設が多くなってきているというのは、嵐山町の介護保険の受給者そのも

のが重度化しているというか、そういった部分があるのでしょうか。 

  また、家族介護の中でやはり家族でなかなか見られないという状況がふ

えてきているというふうに考えていいのでしょうか。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 施設介護の関係ですけれども、やはり平成 12

年からこの介護保険法が施行となりまして、大分こう定着をしてきたといい

ましょうか、介護保険料を払って当然のようにそういったサービスを受けると

いうのがやはり周知という、定着をしてきたというのが一つにはあるかなと



は思います。 

  それから、特にふえたというのは、決算のときにもちょっと申し上げました

けれども、らんざん苑のほうが平成 20年度だったでしょうか、30床ほど増

床いたしまして、その中で 20数人はたしか町内の人だったと思います。そう

いう中で、やはり月々27～28万からかかりますので、そういったものが大き

く影響しているのではないかというふうに思っています。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  渋谷委員。 

〇渋谷登美子委員 介護保険の場合、これとっていないのかもしれないの

ですけれども、単身の方と家族の方と分かれると思うのですけれども、単身

の方はかなり利用される、居宅サービスは利用されると思うのですね。そこ

の分析というのはこれから必要になってくると思うのですが、こういった形で

の今あるものの中では分析はされていないのかなと思うのですけれども、

単身者と家族介護というのはどのような形でこの中に反映していくというの

かな、ケアマネジメントが当然介護サービスをつくっていくわけなのですけれ

ども、そこの中での単身の方との関係というのをある程度見ていかないと、

今後の介護ヘルプサービスに関してはかなり重要度が違ってくるかなと思っ

ているのですけれども、だんだん、だんだん町の中を歩いていきますとひと

り暮らしの方が多くなってきていて、ひとり暮らしの方が多分、何かあったと



きには施設に入られるのだと思うのですね。それで、どうしても待っていらっ

しゃる方というのは家族のいらっしゃる方で、ひとり暮らしの方は必ず入って

いかないと無理があると思うのですけれども、施設のほうに。そこのところの

見きわめというか、ある程度の予測的な部分は今現在なさっているのか、こ

れからとても重要になってくると思うのですが、いかがでしょう。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 単身者と家族のいる介護を必要とする家庭の

分析というふうなことでございますけれども、基本的には介護保険制度でご

ざいますので、どちらが制度を優先的に使えるとか使えないというのはない

と思うのですけれども、ただ同じ同程度の方がいらっしゃった場合には、や

はり単身で介護をどうしても、施設入所でしたら施設入所を早目にしなけれ

ばならないという場合には優先度となると単身者のほうが優先になるのか

なというふうに思っています。 

  ただ、家族介護につきましても、現在利用はされておりませんけれども、

この家族介護をされている場合にも町は１年間、例えば家族介護でもって

通されたというふうな方に対しましては、10万円の補助を出すとか介護用

品を支給するとか、そういった制度も設けておりますので、今後はそういった

ことも家族の中でどうしても見ていただけるという部分があれば、そういった

ことも尊重しながらやっていきたいなというふうには思っております。 

〇河井勝久委員長 渋谷委員。 



〇渋谷登美子委員 そうではない。質問の意図がよく伝わらなかったかなと

思っているのですけれども。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 すみません。 

〇渋谷登美子委員 分析としてこれから少子高齢化社会になっていくわけ

ですよね。介護保険をどのように維持していくかということを考えるときに、

単身者がいる家庭、単身の介護と、それから家族がいる介護とでは、家族

のいる方の介護を必要とされる方とでは全然違ってくると思うのですね、介

護の必要度が。それを今の現状では介護保険で大体 30％ぐらいが、すべ

てを使ったとしても居宅介護の場合は 30％ぐらいであるというふうに言われ

ていますよね。そこの部分がこれからふえていくのだろうなというふうに思う

のですけれども、単身者の場合。それで、施設介護にすぐ入れる場合なら

ばいいのですけれども、そうではない場合を当然今のように想定されるわけ

なので、これから多分介護施設というのはどうしてもふやしていかなくては

いけないのだろうなというのですけれども、厚労省のほうではそれやってい

ないわけですよね。もう嵐山町のほうの一応充足しているという形で多分、

私は出されていたと思うので、それを考えていかなくては、嵐山町全体の介

護保険料というのを考えていくときに、単身者の方の介護、これからふえて

いくはずなので単身者の方の介護の部分と、それから家族介護の部分と、

家族の方が一緒にいらっしゃる部分での介護とは当然違ってくるのに介護

量が違ってきますので、今の現状の中で一生懸命仕事量がとても大変で、



それを予測しながらつくっていくというのは大変だと思うのですけれども、あ

る程度その単身者の方の介護の部分と、それから家族介護、家族のいらっ

しゃる方の介護とのこう分量的な部分を分析できるようなものをこれからつく

っていかないと難しいかなと思っているのですけれども、そこら辺いかがでし

ょうか。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 現在老人福祉計画、介護保険計画の中に、確

かにそういった単身世帯とかというふうな分析が全くないわけではないので

すけれども、今議員さんがおっしゃるような介護量についてのだんだんそう

いったものがふえていくということまでは現在の計画の中には把握はしてご

ざいません。ただ、今後確かにおっしゃるようなものも含めて介護の計画の

見直しのときにはしていく必要があるのかなというふうには思っています。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  柳委員。 

〇柳 勝次委員 １点だけお聞きします。334ページなのですけれども、上

のほうの特定高齢者把握事業ということで約 600万近く。前年度はないの

ですけれども、この内容なのですけれども。 

  この例えば介護度が幾つとかなんとかというのはすべてわかっているわ

けですよね、それぞれの人数とか。そういう中で、この把握事業というのは

何をするのかなというのをお聞きしたかったのです。 



  それと、この委託料とありますけれども、どこへ委託するのかお聞きいた

します。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 この特定高齢者把握事業というふうな、これに

つきましては地域支援事業の介護予防事業ということで、介護認定を受け

ている方ではなくて、先ほどもちょっと申し上げましたけれども、要介護・要

支援、施設入所に該当しない方、65歳以上の方を対象とするものでござい

まして、先ほど申し上げたのですけれども、チェックリストのほうをお送りして、

その中から該当する方を抽出してするというふうなことをする事業がこの特

定高齢者把握事業というふうになっております。介護予防事業をそれで展

開をしていくというふうな形でございまして、この委託料というのはチェックリ

スト、対象者が大体 4,000人ぐらいいらっしゃるのですね。その中から全員

の方が回収できるわけではございませんけれども、大体 85％ぐらいの方が

回収できるというふうに見ています。そうしますと、3,400人からのチェック

リストを回収しまして、その中を職員が一つ一つをちょっとチェックができな

いものですから、その辺を業者委託にしてきているということで委託料として

計上させていただいております。 

〇河井勝久委員長 柳委員。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 すみません。ちょっと漏れがございました。 



〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 前の年がゼロといいますのは、一番下に三角

で介護予防特定高齢者施策事業費というのがあるのですけれども、ここに

一括してこの事業をまとめておったのですけれども、本年度からは１から４

までの事業に分けましてやっていくというような形で見直しをさせていただい

た関係でゼロとなっております。 

〇河井勝久委員長 柳委員。 

〇柳 勝次委員 わかりました。しかし、そういえば個人、自分事で申しわけ

ないのですけれども、うちのおふくろにも来ていたような気がしたのですけれ

ども、毎年毎年これ調べる必要があるのですか。確かに昨年も 700万近く

ありますけれども、お聞きいたします。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 特定高齢者といいますのは介護が必要になる

おそれのある方というふうなことでございまして、年をこう重ねるごとに状況

が変わってまいりますので、むだなようなのですけれども、毎年この調査を

させていただいているというような状況でございます。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  安藤委員。 

〇安藤欣男委員 簡単なことなのですけれども、１点お伺いします。 

  329 と上のほうですが、介護予防の住宅改修費が増額になっているの



ですが、見込みはどんなことが見込まれて増額をしているのか。ちょっとお

伺いします。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 ほとんどの方が、やはり現在お住まいの住宅に

足腰が弱くなってやはり手すりを設置したりですとか、段差を解消するため

の改修を行うものがメーンでございます。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 安藤委員。 

〇安藤欣男委員 これふえているから、どういう理由なのですかということを

聞いているので。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 はい。すみません。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 昨年度と比べまして64万4,000円ほど増額を

させていただいておりますけれども、21年度も大分実績が伸びておりまして、

こういった介護保険で住宅改修ができるということが、やはり皆さん認知さ

れたというか、そういうことが大きいのではないかというふうに思います。 

〇河井勝久委員長 安藤委員。 

〇安藤欣男委員 では、特別要求、21年度要望もあって、それが押してくる

というようなことも一つにはあるのですか。特別新たに押してくるというような

要望が、21年度出したいのだけれどもという人があったのか、22年度に帰



ってくるというような人もあるのではないかなというふうに思うのですが、特

別新たにこういうものが適用になりますよというものは、それはないのです

か。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 特に前年度のものがどうこうというのではなくて、

平成 21年度も実際には予算計上しておったものがちょっと予算不足してお

りまして、中で流用でさせていただいているのが現実でございまして、それ

の実績を見て、今度は少し伸ばさせていただいたというのが現状でございま

す。 

〇河井勝久委員長 ほかに。 

  畠山委員。 

〇畠山美幸委員 すみません。１点だけお伺いします。 

  335ページの元気はつらつ体操教室事業なのですけれども、こちらはで

は先ほどの特定高齢者の方が運動をされる事業だと思うのですけれども、

場所ですとかどのような体操をされているのかお伺いします。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 元気はつらつ体操教室でございますけれども、

場所といたしましては、今予定しておりますのは、今までやってこなかったの

ですけれども、町の町民ホール、こちらについても一部使ってみたいなとい

うような考えを持っております。 



  それから、活き活きふれあいプラザなごみ。ちょっとまだ確定しておりま

せんので、こんなところを検討しているところでございます。 

  内容といたしましては、運動指導士によりますストレッチ運動ですとか、

簡単な筋肉トレーニング、こういったものを考えております。 

  これだけでなくて、体操だけではなくて、口腔ケアですとか、栄養面での

事業も含めてやってまいりたいというふうに思っております。 

〇河井勝久委員長 畠山委員。 

〇畠山美幸委員 そうしましたら町民ホールとなごみということで、北部の方

が町民ホールを利用されるとか、なごみはでは南部の方が利用されること

を見込んで、この２カ所ということなのでしょうか。 

  それと、先ほどストレッチと筋肉運動とありましたけれども、筋肉運動とい

うのはどういうことをされるのかお伺いします。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 場所の設定でございますけれども、特にそうい

った南部・北部というふうな考えではございませんで、来れない方につきまし

てはシルバー人材センターのほうにお願いをしまして送迎を予定しておりま

す。そういったことで、特にそういった分けてということではなく、通してやっ

ていきたいというふうに思っております。 

  それから、筋肉トレーニングの関係なのですが、特定高齢者ということで

介護の要支援ですとか要介護になってしまいがちな人ということで、余り丈



夫でないというのでしょうか、そういった方でございますので、簡単な、本当

の簡単な体操というのでしょうか、そういったものを組み入れてやっていく予

定でございます。 

〇河井勝久委員長 畠山委員。 

〇畠山美幸委員 しつこいのですけれども、筋肉トレーニングのほうなので

すけれども、何か器具を使う予定とかはありますか。 

〇河井勝久委員長 岩澤健康福祉課長。 

〇岩澤浩子健康福祉課長 そうですね、道具といいますと、よくちょっとやわ

らか目なボールで、空気をちょっと甘目にしたようなガンバンというのでしょう

か、ああいったものを、ああいったものは使っていく場合もありますけれども、

ほとんどは余り道具を使わない、自分の体をこう動かすというふうな形でや

ったりしております。 

〇河井勝久委員長 ほかに。 

  金丸委員。 

〇金丸友章委員 今の関連したことで高齢者を対象とした事業ですが、元

気はつらつ体操、元気はつらつ口腔教室の参加者数の予定はどのくらいで

しょうか。 

  それと、その調査表のチェック項目の中に、単身であるとかいうような項

目がありますでしょうか。単身の暮らしというようなことですね。 

  それから、先ほど車のシルバーによる送迎というお話がありましたけれ



ども、来られる集まれる方の足は、皆さん車で来られる方と、それから送迎

の方の割合ですね、それをちょっとお聞きしたいと思います。 

〇河井勝久委員長 山岸副課長。 

〇山岸堅護健康福祉課高齢福祉担当副課長 それでは、元気はつらつ口

腔事業の関係でお答えをさせていただきます。 

  こちらの事業につきましては定員 12名を予定しております。また、特定

高齢者把握のためのチェック表の内容の関係ですが、世帯状況等入ってい

るかというお尋ねですけれども、こちらについては入っておりません。 

  シルバーに、人材センターにお願いいたします送迎の関係ですが、今ま

での実績を見ますと、ほとんどの方が送迎を利用しているという状況でござ

います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 金丸委員。 

〇金丸友章委員 すみません。今の人数は、口腔教室でお答えいただいた

ところなのですけれども、元気はつらつについてもお願いします。 

〇河井勝久委員長 山岸委員、山岸副課長。失礼しました。 

〇山岸堅護健康福祉課高齢福祉担当副課長 元気はつらつ体操事業につ

きましては定員 20人で予定しております。 

〇河井勝久委員長 金丸委員。 

〇金丸友章委員 ほとんどの方が送迎を利用するということです。これは送



迎はどんなような車を利用されているのでしょうか。それと、これについて、

多分費用負担はないのだろうなとは思いますけれども、確認をさせてくださ

い。 

〇河井勝久委員長 山岸副課長。 

〇山岸堅護健康福祉課高齢福祉担当副課長 車につきましては、役場に

ございますワゴン車です。９人乗りの、９人乗りだと思いましたが、そのワゴ

ン車を使っております。 

  それから、参加費ですが、両事業ともお一人につき 2,000円をいただい

ております。この 2,000円には保険料なども含んでおります。 

  以上です。 

〇金丸友章委員 はい。ありがとうございました。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 総括質疑はございません。 

  質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第17号議案 平成22年度嵐山町介護保険特別会計予算議定

についての件を採決いたします。 



  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手多数〕 

〇河井勝久委員長 挙手多数。 

  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

  暫時休憩いたします。 

          休  憩 午後 ５時５５分 

 

          再  開 午後 ６時０７分 

〇河井勝久委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

    ◎議案第１８号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 18号議案 平成22年度嵐山町下水道事業特別会

計予算議定についての件を議題といたします。 

  既に本会議にて提案説明及び細部説明が終わっておりますので、直ち

に質疑に入ります。 

  質疑は一括して行います。 

  どうぞ。 

  川口委員。 

〇川口浩史委員 364、５のこの公債費の関係なのですが、去年決算だか

何だか、お聞きしたと思うのですが、元金、利子とも大きく昨年と比較すると



減るわけですね。１億 2,200万円、１億 2,300万円、約、減るということで

あるわけですね。こういう傾向が今後もちょっと続くのかどうか伺いたいと思

うのですが。 

  それから、363ページの市野川流域下水道事業負担金。これちょっと説

明あったのだと思うのですが、昨年の半分以下ということで大変支出するほ

うでは楽になったわけですね。ちょっと半分以下になった理由を伺いたいと

思うのですが。 

  それと、維持管理費の徴収委託料、ちょっと説明で 800円が 200円にと

いうふうな説明だったと思うのですが、もしそうだとすると少し下げ過ぎでは

ないかなと心配するのですけれども、どうなのでしょうか。伺わせてください。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 まず、公債費の減額のことなのですけれども、

昨年度については借換債があったということで22年度については借換債が

対象となる起債がなくなったので、これがその分減っているということでござ

います。 

  それから、この傾向が続くのかということで、借換債についてもなくなった

ということですけれども、もう償還、この元金の償還については、今大体、若

干は減っているわけなのですけれども、大体この元金と利子を合わせて大

体２億 5,000万前後ですね、平成 29年度ぐらいまでは続いていくという状



況でございます。 

  それから、建設費の負担金なのですけれども、この建設費の負担金につ

きましては、今年度一応負担の割合が、３町の割合が若干変わりまして、嵐

山町については今までよりも若干ふえているということでございますが、全

体では市野川の水循環センターの建設事業費、これが平成 22年度分とし

ては３町の負担金が減っているということで、嵐山町もその分減っていると

いうことでございまして、平成 22年度については需用費全体では１億

2,700万円なのですね。それを国庫補助金だとか市町村の県の負担金と

引いて嵐山町の割合が最終的には 1,080万円ということになりました。 

  それから、維持管理費の関係なのですけれども、失礼、失礼。徴収委託

ですね。その徴収委託については、800円というのは去年ではなくて、ずっ

と、一応これを制度を、委託をお願いしたときに 800円ということで、余りこ

れ言ってしまってはあれですけれども、最終的にはそれが 400円になり

200 円になったということでございまして、昨年度も同じ金額でございました。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 川口委員。 

〇川口浩史委員 そうですか。わかりました。 

  市野川流域下水道、この負担金なのですが、そうしますと、今後もその

傾向で減っていくというふうに見てよろしいのかどうか、伺いたいと思います。 

  以上です。 



〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 市野川水循環センターの建設費の負担なので

すけれども、減っていくと思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 川口委員。 

〇川口浩史委員 何年ぐらいで、何年度でこれはでは終わるのでしょうか。 

〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 まだまだ続いていきます。 

〇川口浩史委員 ちょっとわからないですか。 

          〔「ちょっと、じゃいいですか」と言う人あり〕 

〇小澤 博上下水道課長 はい。では、すみません。 

〇高橋兼次副町長 ちょっと私のほうから補足的に。 

〇河井勝久委員長 では、高橋副町長。 

〇高橋兼次副町長 今、市野川の循環センターについて、一定の整備が終

わって、それで今処理をしていると。今後処理の流量がどういうふうになって

いるかによって、また施設を増設しなければいけないかというようなことが出

る場合には、またそれなりに事業費かかってまいりますけれども、ここのとこ

ろしばらくそういう必要もないというふうに言われておりまして、ただ、流域下

水道を維持していく以上、当然負担金というのは、今度はこういう設備を整

えなければいけないとかというのが出てくれば、それはそれでまた、３町の



負担金というのは出てくるということです。基本的には大方の整備は終わり

ましたので、そんなに大きなものというのは、以前はいわゆる現在の浄化方

式から違う浄化方式に変えていこうという計画もあったようなのですけれど

も、その辺は県がそういう必要もないのではないかというふうなことになりま

したので、大幅な、たくさん事業費がかかるようなことは今後は余り考えられ

ないのではないかなというふうなことです。 

  したがって、何年になくなるということはないのですけれども、負担金がそ

んなにこう極端にふえていくというのは今後余り考えられないのではないか

なというふうに考えています。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  安藤委員。 

〇安藤欣男委員 357ですが、下水道の使用料が減額になっているわけで

すが、使用者が払うというこっちの負担はわかりますが、新たに川島地区が

供用開始になりますよね。ただ、接続しない家庭なんかももちろん出てくる

のですが、大字、既存のこの下水道区域の中で、既存のというか今まで大

字菅谷とかこの中で接続しなかった家庭に対して接続を啓蒙するという、そ

れなどのことは展開はどうなのでしょうか。かつまた、川島地区もやっぱり接

続を進める努力もしなければいけないと思うのですが、その辺の対応につ

いてお伺いします。 



〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 お答えいたします。 

  使用料が減った理由については、前回補正のときにもお話ちょっとした

のですけれども、花見台ほかの大口の使用者のところのがずっと減ってい

たのですよね。それで、ちょっと前年対比をちょっと言いますと、４月分が 20

年度、21年度で 73.46％だったですね。６月分が 82.63％、８月分が

92.26％、10月分が 98.24 ということで、大分上がっているのは上がって

いるわけですね。ですから、去年の当初、去年の補正の時点では、去年わ

からなかったのでかなり下げましたよね、使用料。だから、若干回復してい

ますので、21年度についても使用料は補正のときよりも若干は増額が見込

めるかなというふうには今の時点では考えております。ですから、大きなそ

の理由については、この大きなところのほうが減っていたということで。 

  それで、使用料をふやす方策でいろいろなのですけれども、広報等に掲

載をして、下水の供用開始をしたらぜひお願いをしますというふうなことでは

やっておりまして、21年度については今まで 114件ですか、が新規につな

いでいただいておりますので、そういったところの新規の使用料の増は見込

めるのですけれども、やはり大きいところの使用料が減っていると全体への

影響は大きいというふうなことなのですね。 

  そういうことで以上です。 

〇河井勝久委員長 安藤委員。 



〇安藤欣男委員 それは、大きな数字的なことはそうなのですが、ただせっ

かく下水道整備をして、それが活用されない家庭がそのままになってしまう

というのは、確かにそれは接続するにはそれはまた費用もかかるわけです

けれども、それらの対策については予算措置をしたりしながらやっていくわ

けですけれども、その辺の手当てを今後どうするか、新たなものが必要にな

ってくるものか。 

〇河井勝久委員長 いいですか。小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 委員さんおっしゃるとおりなのですけれども、で

すから広報としては、広報は年３回行っておりました。それで、個人通知も年

１回出しております。こういうふうに啓発活動はやっているのですけれども、

なかなかやはりお金がかかることでありますので、またいろいろの工事の説

明会等でもぜひ早くお願いをしたいというふうにはお願いしております。 

〇河井勝久委員長 安藤委員。 

〇安藤欣男委員 いい、なくていいです。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 総括質疑がございません。 

  質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔発言する人なし〕 



〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第18号議案 平成22年度嵐山町下水道事業特別会計予算議

定についての件を採決いたします。 

  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手全員〕 

〇河井勝久委員長 挙手全員。 

  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

  暫時休憩いたします。 

          休  憩 午後 ６時２１分 

 

          再  開 午後 ６時２３分 

〇河井勝久委員長 会議を開きます。 

 

    ◎議案第１９号の質疑、討論、採決 

〇河井勝久委員長 第 19号議案 平成22年度嵐山町水道事業会計予算

議定についての件を議題といたします。 

  既に本会議にて提案説明及び細部説明が終わっておりますので、直ち

に質疑に入ります。 

  質疑は一括して行います。 

  どうぞ。 



  川口委員。 

〇川口浩史委員 県水の受水量が、これ費用ですけれども、費用がこう減

っているわけですね。これちょっと説明があったのですが、県のほうも減らす

ことに同意するようになった結果減るようになったのか伺いたいと思います。 

  それと、給水量、給水量でいいのか。若干これも減っているわけですね、

有収水量も。そういう結果県水も減ったということになるのか、ちょっと伺い

たいと思います。 

  それと、有収率、思ったより低くはなかったということをおっしゃって、

88％であったということで、88％というのはこの新年度を見る数字だったの

かどうか、すみません。その数字だったのかどうかを伺いたいと思います。

ページは、すみません。392、393です。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 県水の受水量なのですけれども、新年度は、す

みません。県水の受水量なのですけれども、平成22年度については１日当

たり 1,940立米ということで、年間だと 70万 8,100立米ということで去年

より減っております。これについては、ですから県のほうも認めてもらったと

いうことでございます。 

  それから、有収率のことですけれども、88％という、21年度についても

大体 88％ぐらいで終わるかなと思っております。ですから、22年度につき



ましても 88％で何とかいけるのではないかなと思いまして、この数字で上げ

させていただきました。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 川口委員。 

〇川口浩史委員 これ去年も話ししたのだと思うのですが、ちょっとメモがあ

りますね。鳩山は県水の契約力を下げたと。これ去年ですけれども。そうい

うことから嵐山も努力すべきだということでお話ししたのですけれども、結果

的にこういうことで下がったというのは私はいいかなと、自己水、高いですけ

れども、自己水のほうが高くなるという計算なのですが、利用できるのはよ

かったかなというふうに思います。さらに頑張っていただきたいというふうに

思います。 

  それで、有収率の件なのですが、この前毛呂山の議員に聞きましたら、

毛呂山では 95％超えているような話だったのですよ。ちょっと驚異的な数字

だなって私なんか思ったのですけれども、実際そういう数字が出されている

のだと、議会に。ちょっと嵐山は 90％いったことはないのではないですか。

やっぱり努力をしていただきたいというふうに思うのですが、ただ管が古い

のがあるとどうしても漏れてしまうということがあると思います。ちょっと心配

な管というのはどのくらいあるのかどうか伺って、少なくとも 90％以上の有

収率を確保するにはどうしたらいいか、課題として何か、何があるのか伺え

ればと思うのですけれども。 



〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 県水の受水についてさらに頑張っていただきた

いということなので、頑張りたいと思います。 

  それから、有収率の関係なのですけれども、毛呂山町は 95％ということ

ですけれども、ちょっとほかの市町村の数字というのは持っていないのです

けれども、平均的には 90、町村だと 90は、平均 90％ぐらいかなと、90を

割っていると思います。やはりちょっと数字がないのですけれども、90を全

国平均だと割っていますね。ですから、嵐山町も 90％を超えたのは２回あり

まして、私になってから急に減ってしまったのですね。前のときはなかったの

ですけれども、それについては申しわけないなと思っているのですけれども、

少しこのところでまた 85％ぐらい減って、今また若干こういうふうに 88 ぐら

いまでに回復をしているということでございます。ですから、これについては

管、いろいろ漏水調査だとか、そういうことも行いまして、漏水箇所の発見に

ついては努めて今努力していますので、またいつもの石綿管等の管はもう

なくなったということで、老朽化についても随時新しいものと取りかえており

ますので、引き続き努力はしているということでご理解いただきたいと思いま

す。 

  どのくらいの割合か、ちょっと申しわけありませんが、老朽管がどのぐら

いあるかで、ちょっと申しわけありませんけれども、数字的にはわかりませ

ん。 



〇河井勝久委員長 冨岡副課長。 

〇冨岡文雄上下水道課施設担当副課長 心配な管がどのくらいあるかとい

うことですけれども、現在水道管、ダクタイル鋳鉄管がメーンで、ダクタイル

鋳鉄管。 

          〔「ラクサイル」と言う人あり〕 

〇冨岡文雄上下水道課施設担当副課長 ダクタイル。 

          〔「ダクタイル」と言う人あり〕 

〇冨岡文雄上下水道課施設担当副課長 ええ。ダクタイル鋳鉄管という名

称の鉄管です。これがメーンで現在布設がえは行っております。 

  ちなみにビニール管、これが現在 48％、それからポリエチレン管が

1.8％、これは 20年度決算ですけれども、これが心配な管ということでもな

いのですけれども、一応鉄以外の管がこの２種類、48％と 1.8％、約半分

です。それ以外はダクタイル鋳鉄管と鋼管あるいはステンレス管です。 

  以上です。 

〇川口浩史委員 心配な管があるのですから、ちょっと。ありがとうこざいま

す。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

  吉場委員。 

〇吉場道雄委員 では、１つ質問します。あれ専門用語でわからないですけ

れども、水道管のバイパスですか。間違っていたら教えてもらいたいのです



けれども、10年計画というものがあると思うのですけれども、その計画内容

を教えてもらいたいと思います。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 10年計画というのはつくっておりますけれども、

ここで教えていただきたいと言われまして、ただちょっと全体、町全体をなる

べくバイパス、広がりがないようにして、回転するように、循環するようにや

ることがバイパスというのだと思っているのですけれども、ですからなるべく

そういうふうに行きどまりの死に水をなくすような方策をとるということで 10

年計画もやっております。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 吉場委員。 

〇吉場道雄委員 では、10年に一遍というのではなく、北からとか南からと

かとここにありますよね。１年に大体どのぐらい、何メートルやるとかとここに

あると思うのですけれども、そのような計画を知りたいわけなのですけれど

も。 

〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 22年度につきましては、予算案の参考のところ

で 56、これは 55ページのところに今年の管の布設をしたいと計画のほうは

載っていますけれども、ですからそれに基づいてこういうふうに随時計画し



て布設していくということで、今年度については予算案の参考資料の 55ペ

ージがその資料だということです。 

〇河井勝久委員長 吉場委員。 

〇吉場道雄委員 では、確認なのですけれども、10年間で一応これ契約で

きると考えていいのですか。終了するということで。 

〇河井勝久委員長 小澤上下水道課長。 

〇小澤 博上下水道課長 ですから、今現在でやっているその10年計画に

ついては、それで終わるということで、それがまたほかのところではそういう

ふうに考えるということで、それはだんだん変わっていくということでご理解

いただきます。 

  以上です。 

〇河井勝久委員長 冨岡副課長。 

〇冨岡文雄上下水道課施設担当副課長 先ほどダクタイル鋳鉄管、それ

からステンレス管以外の塩化ビニール管とポリ管が約半分あると説明をしま

したけれども、それらの管については今後ダクタイル鋳鉄管等に布設がえを

していく予定でありますので、だから 10年で終わりというのではなくて、10

年過ぎればまたその先も 10カ年計画、そういう形で計画を、古い管からこう

順番に、そういう計画を立ててやっているわけです。 

〇河井勝久委員長 ほかにございますか。 

          〔「なし」と言う人あり〕 



〇河井勝久委員長 総括質疑はございません。 

  質疑を終結いたします。 

  討論を行います。 

          〔「なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 討論を終結いたします。 

  これより第 19号議案 平成 22年度嵐山町水道事業会計予算議定につ

いての件を採決いたします。 

  本案を可決すべきものとすることに賛成の委員の挙手を求めます。 

          〔挙手全員〕 

〇河井勝久委員長 挙手全員。 

  よって、本案は可決すべきものと決しました。 

 

    ◎閉会の宣告 

〇河井勝久委員長 以上をもちまして、予算特別委員会に付託されました

予算議案７件の審査はすべて終了いたしました。 

  ４日間にわたりまして慎重審議をされ、大変ご苦労さまでした。また、町

長、副町長、教育長をはじめとする説明員の皆さんにはお忙しい中出席を

いただきましてまことにありがとうございました。 

  なお、委員長報告につきましては、正副委員長に一任させていただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。 

          〔「異議なし」と言う人あり〕 

〇河井勝久委員長 では、そのようにさせていただきます。 

  これをもちまして予算特別委員会を閉会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

                             （午後 ６時３７分） 


